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1． 調査研究の概要 

1.1 はじめに 

宮古島市では,平成 19年度から平成28年度までの10ヵ年計画として策定されてい

る「宮古島市総合計画」において,教育分野における取り組み目標を既に明確化して

いる。宮古島市総合計画では『豊かな心を育てる学校教育の充実』と『家庭・学校・

地域社会の連携で進める青少年健全育成の推進』を柱として掲げており,目標実現の

ための具体的取り組みとしては以下の 3点に注力する。 

1．「確かな学力」と「生きる力」を育むため,宮古の文化・伝統を学ぶ機会の拡充

や恵まれた自然を活用した体験学習,地域人材を活用し地域の特色を活かした多様な

教育内容の充実に努めること。 

2．充実した学習環境で学ぶことができるよう教育環境の整備を図るため,計画的な

学校施設の充実に努めること。 

3．教職員の研修体制の充実・強化に努め,資質向上を図ること等を掲げている。特

に情報教育の実践については「情報活用能力,ＩＣＴ教育の充実を図ります。」と明

記し,事業の達成に向けて諸施策を設定し取り組んでいる。 

教育環境の整備においては,ＩＣＴ機器の整備や校内ＬＡＮ,インターネット利用

環境の整備など情報教育の環境を整備計画に基づいた年次的な整備と設備の拡充に

より整えていくと同時に,コンピュータ活用指導方法や各教科,特別活動,総合的な学

習の時間における情報機器の効果的な活用方法の教員の研修機会を拡充し,情報教育

に強い学校づくりを推進している。 

宮古島は周辺に複数の離島があり,通学エリアも広いなど,地域の抱える課題と教

育は密接に関連している。本調査研究への取り組みを通じて,より一層の家庭・学校・

地域社会の連携を強化し,宮古島特有の地域の課題解決を果たす足がかりとするとと

もに,教員のＩＣＴスキルの向上やＩＣＴ活用による生徒と教職員間のコミュニケー

ションの活性化,ひいては子どもたちの学力向上,生きる力につなげたいと考えてい

る。 
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1.2 実施概要と基本方針 

本調査研究の推進にあたっては,平成 24 年度に引き続き,全生徒・教員 1人 1台の

タブレットＰＣ(以下タブレットＰＣ,日本ＨＰ Ｅｌｉｔｅｂｏｏｋ 2760p 145 台),

全普通教室・理科室のプラズマ型インタラクティブ・ホワイト・ボード(以下ＩＷＢ,

Ｐｉｏｎｅｅｒ ＥＰＤ-Ｃ50ＥＣ3 5 台)と校舎全域で利用可能な無線ＬＡＮを設

置し,中学校現場における情報通信技術面を中心とした課題を抽出・分析を行うため

の実証研究を実施した。また,宮古島市の地域情報化・教育情報化に 10 年来関与・ご

指導頂いている早稲田大学の三友仁志教授をプロジェクトリーダーとし,市長,教育

長を核構成員とした宮古島市地域協議会を設置することで, 協働教育実践へのアド

バイス, 当該実証校への指導・助言を行っていくとともに,市内他校の教員や保護者

代表とも相互の連携・協力体制を構築し,円滑かつ確実な実証実施を支援した。 

実証校においては,本調査研究の指定研究テーマ以外に独自テーマとして,「言語活

動の充実を図る授業の工夫・改善～ＩＣＴ機器の効果的活用を通して～」を掲げ,Ｉ

ＣＴ機器の良さを生かした「楽しい授業」「わかる授業」の構築を目指す。研究の分

野としては,数学を中心として理数系の教科を主に研究するが,全教科・領域で活用し,

実証校独自の研究のまとめを行った。 

研究の支援に，教育現場の経験を持ちＩＣＴスキルを有する者を宮古島市教育委員

会が 1名雇用し,育成,研修を実施の上，本校へ常駐させた。 

平成 25 度の実証研究も平成 24 年度同様,協議会の構成員からのアドバイスに基づ

き,地域協議会,ＩＣＴ支援員との連携を強化し,学校現場におけるＩＣＴ利活用方策

を考えると共に,密接な連携により教育分野の情報化の推進に尽力した。 

平成 25 年度は交流学習の更なる充実及び新たなアプリケーションの導入を試み，

家庭への持ち帰り学習を新たに実施した。また，平成 26 年度以降の自立的な実証の

継続に向けて準備すると共に，今後の宮古島市内におけるＩＣＴ教育の普及・定着に

向けたＩＣＴ支援員のあり方とさらなるＩＣＴ機器の利活用方法の調査研究及び検

証を行った。 
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図 1-1 フューチャースクール推進事業の全体像 
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1.3 ＩＣＴ関連機器の配備状況,システム構成及び利活用方法 

1.3.1 フューチャースクール推進事業フィールド条件 

以下表 1-1,表 1-2 に宮古島市立下地中学校の所在地,学級数,生徒数及び,校舎形状,

立地条件等を示す。 

 

表 1-1 フィールド校の所在地,学級数,生徒数 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-2 フィールド校,校舎形状,立地条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3.2 校内のＩＣＴ機器整備状況 

表 1-3 にＩＣＴ機器配備状況と,表 1-4 に主要な導入機器配備数を示す。 

 

表 1-3 ＩＣＴ機器配備状況 

NO 名 称 内 容 

1 教員用タブレットＰＣ 

・全教員に 1人 1台配備した。 

・ＩＣＴ支援員にも同一のタブレットＰＣを 1台

配備した。 

・故障等による授業への影響がでないように,予備

機 2台を配備した。 

・無線ＬＡＮによりネットワークに接続。 

学校名 所在地 生徒数 
学級別生徒数 

1 年 2 年 3 年 

宮古島市立 

下地中学校 

〒906-0303 

宮古島市下地字

洲鎌 250 

4 クラス 

105 名 

A 組：22 名 

26 名 36 名 
B 組：21 名 

校舎形状 フロア数 

ＩＣＴ機器

配備対象教

室数 

教室配置の特徴 立地条件 

鉄筋 

Ｔ字型 

[普通教室棟] 

Ｌ字型 

[特別教室棟] 

2 階 
普通教室：4 

他：理科室 

すべての普通教

室が廊下の片側

に配置 

普通住宅地

域。田畑,

果樹園に囲

まれてい

る。 
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2 生徒用タブレットＰＣ 

・全学年の生徒に 1人 1台,全教室に配備した。 

・故障等による授業への影響がでないように，予

備機を配備した。 

・無線ＬＡＮによりネットワークに接続。 

3 
ＩＷＢ(インタラクティ

ブ・ホワイト・ボード) 

・普通教室に各 1台,理科室に 1台を設置。 

・故障等を想定して予備機 1台用意した。 

・有線ＬＡＮによりネットワークに接続。(無線Ｌ

ＡＮでの接続も可能。) 

4 充電保管庫 

・普通教室に教員用タブレットＰＣと生徒用タブ

レットＰＣの全数を収納可能な充電保管庫を配

備した。 

・1年生及び 3年生用は各普通教室,2 年生用は空

き教室(ＳｕｐｐｏｒｔＣｅｎｔｅｒＲｏｏｍ)

に設置した。 

5 無線ＬＡＮ用ＡＰ 

・速度安定化と耐障害性を考慮して,1 クラスに 2

台の無線ＬＡＮアクセスポイントを設置した。 

・タブレットＰＣを持ち込んで利用できるように

特別教室にも設置をした。 

・教職員用セグメントへの接続用として職員室に

も無線ＬＡＮアクセスポイントを設置した。 

 

表 1-4 主要機器の配備数 

NO 名 称 品名(型番) 台数 

1 教員用タブレットＰＣ 

ＨＰ ＥｌｉｔｅＢｏｏｋ 

2760ｐ ＴａｂｌｅｔＰＣ 

19 台 

2 生徒用タブレットＰＣ 121 台 

3 
ＩＷＢ用タブレットＰ

Ｃ 
5 台 

4 ＩＷＢ ＥＰＤ－Ｃ50Ｅ3 5 台 

5 充電保管庫  8 台 

6 無線ＡＰ 
ＡＩＲ－ＣＡＰ3502Ｉ－Ｑ

－Ｋ9 
20 台 

7 
無線ＬＡＮコントロー

ラ 

ＡＩＲ－ＣＴ5508－50－Ｋ

9 
2 台 

8 プリンタ ＬＰ-Ｓ5000 5 台 

9 ルータ 
ＣｅｎｔｒｅＣＯＭ ＡＲ

Ｘ640Ｓ 
1 台 

10 コアスイッチ 
ＨＰ Ａ5120-24Ｇ ＳＩス

イッチ  
2 台 
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11 フロアスイッチ 
ＨＰ Ａ5120-24Ｇ-ＰｏＥ+ 

ＳＩ Ｓｗｉｔｃｈ 
2 台 

12 ＫＶＭスイッチ ＴＦＴ7600 1 台 

13 認証サーバ(ＡＤ) ＤＬ360 Ｇ7 2 台 

14 教材コンテンツサーバ ＤＬ360 Ｇ7 1 台 

15 ファイルサーバ ＤＬ360 Ｇ7 1 台 

16 
バックアップストレー

ジ 
ＴＳ-ＲＸ8.0ＴＬ／Ｒ5 1 台 

17 無停電電源装置 
ＳＵＡ1500ＲＭＪ2Ｕ 2 台 

ＳＵＡ750ＲＭ 1 台 

18 デジタルカメラ ＥＸ－ＺＲ100 5 台 

19 デジタルビデオカメラ 
Ｅｖｅｒｉｏ ＧＺ－ＨＭ

450 
2 台 

20 書画カメラ Ｌ－1ｅｘ 5 台 

21 モバイルルータ ＨＷ－02Ｅ 45 台 

 

1.3.3 ネットワーク構成図 

本校ＩＣＴ環境のネットワーク構成図は図 1-2 の通りである。 

 

図 1-2 ネットワーク構成図 
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2． 調査研究体制 

2.1 運用体制 

ＩＣＴ環境の調査研究・環境構築を行うために,委託業者を含めて以下の体制を構

築した。 

 

図 2-1 実施体制 
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2.2 協議会 

本調査研究の推進にあたっては,平成 25 年度も引き続き,協働教育等の実践へアド

バイス,当該中学校への指導・助言を行っていくとともに,市内他校の教員や保護者代

表とも相互の連携・協力体制を構築し,円滑かつ確実な実証実施を支援することを目

的として宮古島市地域協議会を設置した。 

宮古島地域協議会は,早稲田大学三友仁志教授を座長とし,市長,教育長，本校関係

者,教育委員会担当者,ＩＣＴ支援員,委託業者の構成にて,平成 25 年度は 6 回開催し

た。協議会では,平成 24 年度と同様に座長を筆頭に,教員やＩＣＴ支援員からの相談

に応じる等,豊富な知見によるアドバイスを行う予定である。主に以下議題について

参加者間で協議を行い,課題・実践状況を共有することで,本調査研究を推進する。協

議会の構成員は,表 2-1 に,開催状況・予定は,表 2-2 に示す通りである。 
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表 2-1 協議会の構成員 

協議会の主な構成員 

団体・氏名 役 割 

早稲田大学国際学術院 

大学院アジア太平洋研究科 

教授 三友 仁志 

(プロジェクトリーダー) 

協議会の運営 

研究全体の指導助言 

鹿児島大学 教育学部 

教授 山口 武志 
「学びのイノベーション事業」への指導助言 

沖縄県教育庁 宮古教育事務所 

指導主事 仲村 彦安 
「学びのイノベーション事業」への指導助言 

宮古島市 

市長 下地 敏彦 
教育行政への指導助言 

宮古島市教育委員会 

教育長 川満 弘志 

教育行政の指揮監督 

(教育施策・教育予算) 

宮古島市教育委員会 教育部 

部長 田場 秀樹 

本研究の運営 

予算管理 

宮古島市教育委員会 教育部 

学校教育課長 亀川 昌彦 

本研究運営の補佐 

関連機関(県,指定校以外の学校等)との連携 

宮古島市教育委員会 教育部 

学校教育課課長補佐兼学務係長 

友利 幸正 

事務局 

宮古島市教育委員会 教育部 

学校教育課主任主事 

手登根 保 

事務局 

宮古島市教育委員会 教育部 

指導主事 與那覇 盛彦 
「学びのイノベーション事業」への指導助言 

宮古島市立下地中学校 

校長 宮國 勝也 
実証校の経営 

宮古島市立下地中学校 

教頭 渡久山 英徳 
実証校の経営補佐 

宮古島市立下地中学校 

教諭 座間味 浩二 
実証校の研究主任 

下地中学校 

ＩＣＴ支援員 砂川 浩子 
ＩＣＴ支援員 
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表 2-2 協議会の開催状況 

開催回 日 時 場所 
参加 

人数 
主な議題 

第 1回 4 月 12 日(金) 下地中学校 12 名 

【議題】 

・平成 24 年度ＦＳ推進事業及び学

びのイノベーション事業の実施状

況報告と成果報告について 

・平成 25 年度ＦＳ推進事業及び学

びのイノベーション事業計画につ

いて 

【成果】 

・4 月 5日の衆議院予算委員会の一

コマを録画放映(5時間中 2･3分)Ｉ

ＣＴ関連の質問で，飛躍的に伸び

た，世界トップレベルだ等，質問に

立った代議士が下地中を称えた映

像に会場が沸いた。 

・生徒の事後アンケートによれば，

デジタル教科書を用いた授業は興

味関心が強い。 

【課題】 

・利活用が進むにつれてタブレット

ＰＣのバッテリー切れがおこる事

があった。ＡＣ電源を用意する等，

検討を要す。 

【展望】 

・平成 25 年度は，Ｓｋｙｐｅを使

用して授業間交流や学校間の行事

交流進める。 

第 2回 7 月 5 日(金) 下地中学校 13 名 

【議題】 

・平成 25 年度 4 月から 5 月期ＦＳ

推進事業の実施状況報告について 

・平成 25 年度学びのイノベーショ

ン事業授業実践報告について 

・クラウド実証研究について 

・平成 25年度 6月補正について 

(家庭持ち帰り学習関係，デジタル

教科書年度更新関係) 
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【成果】 

故障機器の保障についてメーカー

及びリース会社と協議し，契約保障

範囲の明確化を行った。 

【課題】 

・家庭持ち帰り学習について 2学期

以降の利活用に向けて手続きを進

める。 

・防災実証について本市防災係と内

容を協議する必要がある 

第 3回 9 月 27 日(金) 下地中学校 

12 名 

オブ

ザー

バー 

30 名 

【議題】 

・学びのイノベーション事業実施状

況報告(7月から 8 月) 

・フューチャースクール推進事業中

間報告について 

・フューチャースクール推進事業に

おける持ち帰り事業について 

・平成 25 年度第 1 回下地中学校公

開授業について 

・新地町第 3回ＩＣＴ活用発表会視

察報告について 

【成果】 

・中間報告については今後，年度末

の成果報告までに差し込みや内容

を充実させる事で意見の集約が出

来た。 

・公開授業については，それぞれの

役割分担の確認がされた。 

・新地町の視察報告では，様々な取

組や事例発表などの報告があり，共

感や励み，学ぶべき事などがあっ

た。 

・荒川区教育委員会から 2名の指導

主事が視察に来られ励みになった。 

【課題】 

・持ち帰り学習の開始が早くても

10月下旬から 11月初めになること

から，余儀なく短期間での実証研修
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となる為，いかに取り組むかが課題

となった。 

・公開授業の現時点での参加申込が

少なく，改めて周知に努める必要性

が上がった。 

第 4回 11 月 29 日(金) 下地中学校 11 名 

【議題】 

・平成 25 年度第 1 回公開授業結果

報告 

・平成 25 年度第 1 回公開授業の講

評 

・平成 25 年度第 2 回公開授業案に

ついて 

・フューチャースクール推進事業 

・中学校のまとめについて 

・他県における公開授業視察につい

て 

【成果】 

・10 月開催の公開授業について，

各教科担当から報告がなされた。 

・公開授業から見えることは，事業

導入時に比べ，教員，生徒共にＩＣ

Ｔ機器の利用に熟達してきた。 

・持ち帰り学習が始まり，家庭学習

を行ったものを授業で活用すると

いうスムーズな学習ができるよう

になった。 

・他自治体の実証校における公開授

業を視察した内容の報告があった。 

・第 2回の公開授業に向けたプログ

ラムの検討が行われた。 

【課題】 

・授業内でのグループによる活動

が，もっと活発になるように，授業

進行の検討が必要。 

・公開授業において一斉にネットワ

ークを使用する際，ネットワーク接

続が途切れた端末があった。 
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第 5回 2 月 10 日(月) 下地中学校 12 名 【議題】 

・第 2回公開授業 

・公開授業及び 3年間の実証研究の

講評 

・パネリストを招いての意見交換 

【成果】 

・第 2回の公開授業を行った。 

・沖縄県教育委員会や沖縄県内の他

教育委員会の職員等をパネリスト

に招き，離島におけるＩＣＴ利活用

の有効性について話し合いがあわ

れた。 

・3年間の事業の取り組みにより，

教員・生徒共にＩＣＴ利活用につい

て熟達度が高まったことが確認さ

れた。 

・ＩＣＴ支援員の有用性が確認され

た。 

【課題】 

関東での大雪による公共交通機関

の乱れの影響を受け，準備・開催ス

ケジュールに影響が出た。 

第 6回 3 月 28 日(金) 下地中学校 ― 
【議題】(予定) 

平成 25 年度の実証事業総括 

2.3 ＩＣＴ支援員 

本調査研究の推進にあたっては,平成 24 年度に引き続き,学校現場でのＩＣＴの効

果的な活用をサポートするＩＣＴ支援員を専任で 1名配置し,ＩＣＴ環境全般に関す

る支援業務,教材作成支援,報告書作成支援等を行った。ＩＣＴ支援員の役割,及び業

務内容は,表 2-3 の通りである。 

 

表 2-3 ＩＣＴ支援員の役割と業務内容 

ＩＣＴ支援員の役割と業務内容 

ＩＣＴ機器類

の運用支援 

(1)生徒用,教員用タブレットＰＣの運用,運用支援 

(2)整備したＩＷＢの運用,運用支援 

(3)協働教育用アプリケーション,デジタル教材の運用,運用支援 

(4)無線アクセスポイント,無線コントローラーの運用 
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(5)その他各種機器類の付属品等運用,運用支援 

ＩＣＴ機器を

活用した授業

支援 

(1)ＩＣＴを活用した授業実践の事前準備への参画 

(2)授業中のＩＣＴ機器操作支援,トラブル対応(生徒機も含む) 

(3)授業に必要なデジタル教材の作成支援,助言等 

その他必要な

業務 

(1)本調査研究で整備する協働教育アプリケーション,デジタル教材,クラ

ウド環境上のコミュニケーションツールの操作支援 

(2)本調査研究で整備するタブレットＰＣなどのＩＣＴ機器等の設定,起

動,操作方法のアドバイス等の支援 

(3)ＩＣＴ機器類,システムの故障時の切り分け,交換,報告 

(4)実証内容に関するアンケート取得支援,授業実践メモ,日報,記録用紙

などによる授業支援ノウハウの共有。 

3. 調査研究の手順とスケジュール 

スムーズな本調査研究を継続できるように考慮し,平成24年度に実施した設定を最

大限活用しながら生徒・教員のＩＣＴ環境移行を平成 25 年 4 月に実施した。1年間を

通してＩＣＴ環境を利用した授業実践やアンケート等を用いた調査分析を行った。上

期は平成 24 年度からの取組継続に加え，交流学習の強化や新たなアプリケーション

の導入に挑戦し,公開授業を 10 月及び 2月の 2回行った。また，下期は家庭への持ち

帰り学習を開始すると共に，災害に関する実証を実施した。平成 25 年度の全体スケ

ジュールは図 3-1 の通りである。 

 

図 3-1 年間スケジュール 

なお，図 3-1 に挿図の年間スケジュールは実証内容を一覧にすると共に，実施時期の

目安について記載したものであり，個別具体的な実証時期については前後の学校スケ

ジュール等により異なる場合がある。 
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3.1 環境構築 

本調査研究に必要なＩＣＴ機器(ＮＷ環境含む)等は平成 23 年度・平成 24 年度に構築

した環境を継続利用する。平成 25 年度の新たな施策である家庭への持ち帰り学習に

係るＩＣＴ機器としてモバイル通信環境(データ通信回線及びモバイルルータ)を整

備した。詳細を「4.6 学校と家庭・地域との連携に関する課題の抽出・分析」へ記

載した。また，平成 25 年度当初の作業として年度更新(生徒の入学，進級，卒業及び

教員の異動に伴う設定変更)が必要である為，詳細を「4.2.1 ＩＣＴ環境の整備に関

する課題」へ記載した。 
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3.2 教員研修 

  平成 25 年度はＩＣＴ支援員 1名を含めて教職員は 20 名おり，新任又は転任にて

本校へ着任した教職員は 7名である。当該教職員に対してＩＣＴ支援員が 4月から 5

月にかけてＩＣＴ機器や利活用方法について研修を実施した。平成 24 年度までは年

度当初の教員研修のみであったが，平成 25 年度は文部科学省が開発した学習者用デ

ジタル教科書を導入するタイミングでの研修や各種コンテンツアプリケーションの

研修を実施した。具体的には，学習者用デジタル教科書や各種コンテンツアプリケー

ションの利用促進に向けた研修を開催し，また，ＩＣＴ支援員本人が操作方法の習熟

に努め，教員への展開を図った。更に，ＩＣＴ機器の操作が不慣れな教員については，

授業後の時間等を活用して個別にＩＣＴ支援員が研修を行うことで全ての教職員が

ＩＣＴ機器の操作が出来るよう取り組んだ。既存の教員については，時間の経過とと

もにＩＣＴ機器の利用に慣れスムーズな利用が行われるようになり，年度当初からの

有効なＩＣＴ機器の利活用が行われている。結果，全ての教職員がＩＣＴを利活用し

た授業実践を行った。 

日付 時間 内容 参加人数 

4 月 10 日(水) 10:45～11:35 【研修名】 

情報モラル研修会 

【研修形態】 

沖縄総合通信事務所より

講師を招いて実施 

【実施内容】 

・インターネット・メー

ル等のネットモラルに関

すること。SNS 等の利用で

気をつけるべきことなど 

全教員・全生徒 

8 月 28 日(水) 15:30～16:45 【研修名】 

朝日新聞デジタル 

for スクール研修会 

【研修形態】 

朝日新聞社より講師を招

いて実施 

【実施内容】 

・機能，サービス説明 

・教科別の授業例の紹介 

・朝学習等の授業外での

利活用事例の紹介 

・操作体験，質疑応答 

教員 10 名 
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  【研修名】 

教育コンテンツ活用シス

テム研修会 

【研修形態】 

日立ソリューションズよ

り講師を招いて実施 

【実施内容】 

・教育コンテンツ活用シ

ステムの使用方法の説明 

・教材共有の方法の説明，

体験 

教員 10 名 

 

図 3-2 朝日新聞デジタル for スクール研修会の様子 

 

 

図 3-3 教育コンテンツ活用システム研修会の様子 
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3.3 公開授業の開催状況 

本校では保護者や地域住民，教育関係者等を対象としフューチャースクール推進事

業及び学びのイノベーション事業における本校でのＩＣＴを利活用した各種取り組

みに対して,内容を広く知らしめ，ご意見を得ることを目的に公開授業を実施した。

平成 25 年度は 10 月 16 日と 2月 10 日の 2回公開授業を行った。第 2回の公開授業後

には，本実証プロジェクトリーダーである三友仁志先生(早稲大学国際学術院大学院

アジア太平洋研究科教授)を中心に，林向達先生(徳島文理大学短期大学部生活科学科

准教授)等，本実証プロジェクト外の有識者等にご参加頂き講演・沖縄県内他推進校

を交えたパネルディスカッション形式で地域協議会を実施した。そのことで，本校の

ＩＷＢやタブレットＰＣの有効な活用方法について広く世の中に提案した。 

4. 調査研究項目 

4.1 ＩＣＴ環境の導入運用に係るコストや体制に関する課題

の抽出・分析 

 ＩＣＴ環境を導入したことにより，学校配信メール(ラインズ)で学校内の学習状

況・校外学習や陸上競技・球技大会等の地区大会や県大会の結果が逐次保護者へ配信

可能となった。学校外に居ながらにしてリアルタイムで学校内外の子どもたちの活動

状況が把握できることから保護者より喜ばれている。本校としても紙の使用量が減り

コスト削減が図られている。 

 タブレットＰＣの活用でも子どもたちはこれまでの平成23年度及び平成24年度の

使用経験もあり積極的に意欲を持って学習に臨んでいる。反面これまでの 2年間はタ

ブレットＰＣ等ＩＣＴ機器の故障や破損等は無かったが，3 年目に入りタブレットＰ

Ｃのキーボードの破損等が出てきた。本校で使用しているタブレットＰＣは法人向け

ユースの製品である為，キーボード 1個の破損でも高額実費負担になっている。平成

26 年度以降も宮古島市独自予算において実証を進めていくが，今後は更に導入したＩ

ＣＴ機器の故障や破損に伴う修理費用等の負担が想定される。 

 

4.1.1  ＩＣＴ機器等の保守費用について 

 ＩＣＴ機器類の保守については,原則構築時に用意しているメーカー保証の範囲で

対応し,対応範囲外の内容については実費対応を行うこととしている。平成 23 年度及

び平成 24 年度は実費対応による修理事案はなかったが，平成 25 年度上期に発生した

タブレットＰＣのキーボード破損により修理した際，実費負担による対応となった。 
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 ＩＣＴ機器の保守は，故障による影響度合いに応じて保証内容を検討する必要があ

る。影響度合いの大きいサーバ類やＮＷ機器は，運用期間(通常 5～6年間)中の対応

が迅速(概ね 24 時間以内又は翌日対応)な保守を選択すべきである。 

一方，タブレットＰＣ等の生徒が直接扱うＩＣＴ機器は，学校生活で起こり得る故障

(教室間移動での持ち運び，授業中に机からの落下等)にメーカ保証が対応しているこ

とが望ましい。また，修理中も授業での支障を最小限にする為に予備機の配備が効果

的である。本校は平成 23 年度の実証 1年目に教職員及び生徒用併せて 146 台のタブ

レットＰＣを整備し，内 15 台(教員用 2台，生徒用 13 台)を予備機として配備してい

る。平成 25 年度の実証において予備機以上にメーカー修理を必要とする台数は発生

しなかった。 

 

4.1.2 教員・生徒・保護者等への各種支援体制 

(1)教員向けの支援体制 

 「3.2 導入研修」に記載の通り，平成 25 年度に新任及び転任で着任した教職員に

対してＩＣＴ機器や利活用方法について研修を実施した。また，本市教育委員会にて

雇用したＩＣＴ支援員 1名が常駐し，ＩＣＴを利活用した授業の支援や教材作成支援

などを日常的に行うことで教職員向けの支援体制を整え，ＩＣＴ利活用の推進をした。

具体的には，「5.3 ＩＣＴ支援員の活動記録による評価」に記載した通り「授業サ

ポート」，「教員サポート」，「トラブル対応」，「環境整備」，「その他」に分類

される。年度当初は新任及び転任の教職員を中心に授業サポートやトラブル対応を中

心に行った。また，平成 25 年度は，平成 24 年度に比較してＩＣＴの利活用が日常的

に行われるようになった。また，教員が各単元での授業構想が深化するにつれ，授業

打ち合わせや教材作成支援及び新たなソフトのインストールなど環境構築など授業

支援以外のサポートが多くなった。また，平成 25 年度から開始した家庭への持ち帰

り学習に関連する利活用提案や導入機器の使用説明を実施した。 

 

(2)生徒向けの支援体制 

 生徒向けの支援としては，生徒は習熟も早く，タブレットＰＣや導入アプリケーシ

ョンで高度な操作を必要としないことから集合形式等による研修は行わず実際の授

業を通じて操作支援を要する生徒に対して実施した。また，生徒指導の一環として，

機器を大切に扱う意識を持つよう指導した。機器を大切に扱うことで，ＩＣＴ機器に

対する興味や愛着を持ち使用に慣れることを期待した結果，粗雑に扱った事によるＩ

ＣＴ機器の故障は一切発生しなかった。  

運用ルール 

 タブレットＰＣの活用は基本授業中のみであり，運用に関して授業開始前に教

科係が使用の有無を確認し，保管庫の鍵を受け取り休み時間中に準備をする。授

業終了とともにタブレットＰＣを片付け，保管庫の鍵は簡単に生徒が持ち出しで

きないようにしている。授業時間外の運用に関しては，担当教員管理の元，使用
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時間を決めて使用を認めている。 

 

(3)保護者向けの支援体制 

 平成 23 年度及び平成 24 年度は特別に保護者に対する支援は実施しなかったが，平

成25年度下期より開始した家庭への持ち帰り学習に伴う事前説明を平成25年5月17

日のＰＴＡ総会において実施した。ＰＴＡ総会では本件説明の他に総務省フューチャ

ースクール推進事業に関する実証内容や本校の取組状況をに説明したが，保護者から

の反応は好意的なものであった。また，平成 24 年度より利用を開始した学校と家庭

との連携システムのひとつである連絡メールを平成25年度も引き続き活用している。

保護者に対して学校行事の情報，台風等の自然災害時における緊急連絡を速やかに伝

達できることが利点である。その他，学校やＩＣＴ支援員の活動を紹介するブログに

より日々の様子を不定期に発信する取り組みも実施した。島外からも反応があり，広

く本校の取り組みについて公開している。 

 

(4)ＩＣＴ支援員の活動振り返り 

3 年間のＩＣＴ支援員の活動は「5.3 ＩＣＴ支援員の活動記録による評価」で記載

する。分析・評価に当たってはＩＣＴ支援員活動分類表をもとに調査研究期間の活動

を体系化し，ＩＣＴ支援員に期待される業務内容を示す予定である。日々の活動の具

体例として，平成25年度は平成24年度までと比べＩＣＴ活用授業における支援では，

教員に対しては授業時の操作支援が少なくなり，授業前打ち合わせやＩＣＴ活用方法

の相談が多くなった。生徒に対しては，4月及び 5月は，新入生を中心に授業サポー

トに入り機器の取り扱い方や操作支援を行った。平成 25 年度はＩＣＴ機器の経年劣

化もあり，トラブルが増え故障機をメーカーへ送付する手続きやサポートセンターと

の電話のやり取りに時間がかかった。また，離島というハンディをＩＣＴでサポート

するという立場からＩＣＴ支援員も交流授業を積極的に実施しようとする学校の方

針に沿って，単に交流学習でつなぐというだけでなく，協働学習を盛り込むソフトの

積極提案など授業に深く関わった。交流学習を行うに当たり，テレビ会議システムの

インストール作業やシステムのバージョンアップ，交流先との調整の作業などが発生

した。その他，授業を構築する中，教員から要望された動画編集ソフトや提案したソ

フトのタブレットＰＣへのインストール等の作業が年度途中にも行われた。 

4.2 ＩＣＴ環境の利活用に際しての情報通信技術面等の課題

の抽出・分析 

ＩＣＴ環境は「3.1 環境構築」に記載の通り，平成 23 年度及び平成 24 年度に構

築した環境を継続利用するが，平成 25 年度下期より開始した家庭への持ち帰り学習

に伴いモバイル回線及びモバイルルータを新規に導入した。また，授業支援アプリケ
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ーション等の一部アプリケーションで生徒の入学，進級，卒業及び教員の異動に伴い

平成 25 年度当初に年度更新作業を実施した。年度途中では，交流学習用のビデオ会

議システム導入・更新作業や調べ学習等で利活用予定のＡＳＰサービスの導入が必要

であった。調査研究が 3年目に入り，小さな課題はあるが，実際の利活用においては

検討した授業が実現出来ており大きな課題や支障は発生しなかった。一方，家庭への

持ち帰り学習に伴い，学校外の環境で利用するに当たって導入済みアプリケーション

の利用可否を検討した。家庭への持ち帰り学習の環境については後述するが，導入済

みのアプリケーションの内，一部アプリケーションが学校外での環境では利用出来な

い事が分かった。また，インターネットに直接接続できるネットワーク構成を利用す

る為，学校内外でのタブレットＰＣログインについて異なる運用方法を行った。 

 

4.2.1 ＩＣＴ環境の整備に関する課題 

(1)年度更新に伴うＩＣＴ環境の整備 

生徒情報の更新(入学，進級，卒業)及び教職員情報の更新を行うにあたり，年度初

めの単元でＩＣＴ利活用が妨げとならないよう，環境移行作業によるシステムが利用

できない期間を極力短くすることが重要である。平成 25 年度は 4月 1日から 4月 5

日までの期間で行い，作業はユーザ認証情報の更新などの必要最小限に留めた。作業

の大半はＩＣＴ支援員 1名で対応可能であり，無線ＡＰやサーバ類の調整等は必要に

応じて請負事業者が遠隔により設定変更等の作業を行った。現地での作業は，ログオ

ンに際してＩＤと生体認証(顔情報)を用いている為，新 1年生及び新任又は転任の教

職員の顔情報をＷｅｂカメラで撮影し，システムへ登録した。登録は 1人 1人行う必

要がある為，放課後等の時間を有効活用し通常の授業に支障がないよう工夫した。ま

た，同時期に卒業生及び異動の教職員の顔情報を削除した。本市は離島であるから学

校や教育委員会等が出来ない作業(無線ＡＰ設定変更，サーバ類の設定変更等)は請負

事業者に依頼した際，旅費や宿泊費が作業費に積算される事になるが，遠隔による設

定変更により対応した為，年度更新に掛かる費用を抑えることが出来た。遠隔操作を

行う拠点と本校に設置した遠隔操作端末までのセキュリティが担保されているなら

ば，遠隔による年度更新作業は有効である。 

 

図 4-1 顔認証のログインイメージ 
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(2)年度途中に実施したＩＣＴ環境の整備 

調べ学習や朝読書等でＩＣＴ利活用をより促進する為に電子新聞「朝日新聞デジタ

ルｆｏｒスクール」を平成 25 年度途中から導入した。本サービスはウェブブラウザ

であり，タブレットＰＣへ新たにアプリケーションを導入する必要がなく，作業はＵ

ＲＬショートカットファイルを資産管理ソフトから一斉配布で対応した為，年度途中

からの利用も容易であった。なお，朝日新聞デジタルｆｏｒスクールはＩＤとパスワ

ードによりログインする為，ＩＣＴ支援員が生徒 1人 1人に対してＩＤとパスワード

を記したカードを作成し，各生徒に配布・管理するようにした。また，交流授業用に

テレビ会議システム「Ｓｋｙｐｅ」をＩＷＢ用タブレットＰＣに導入しているが，平

成 25 年度はグループ単位での交流授業が増えた為，生徒用タブレットＰＣにも導入

した。Ｓｋｙｐｅはアプリケーションのインストール作業を伴う事，作業は管理者権

限で行う必要がある事などからインストールに伴う作業負担が大きかった。この事か

ら，年度途中に導入するシステムやアプリケーションはＡＳＰ等，タブレットＰＣの

環境に依存しないものが望ましく，インストール作業を伴うものは年度更新作業と併

せて実施することが望まれる。 

平成 25 年度より家庭への持ち帰り学習を開始するに当たり，生徒用タブレットＰ

Ｃにモバイルルータの無線ＬＡＮ設定を実施した。ＵＳＢタイプのモバイル機器とｗ

ｉ－ｆｉタイプのモバイル機器を比較し，導入時の設定が簡易なｗｉ－ｆｉタイプを

選択した。また，家庭への持ち帰り学習ではインターネットに直接接続できるネット

ワーク構成とした為，持ち帰り学習専用のアカウントを設定した。 

 

図 4-2 朝日新聞デジタル for スクールのログインカード 

 

 

4.2.2 授業での利活用に関する課題  

(1)タブレットＰＣに関する課題 

平成 25 年度は毎日 3時間程度授業で利用しており，平成 24 年度より多くの授業で

利活用されている。利用頻度が増える事により，タブレットＰＣのペンが利用できな

くなる，カメラ機能が使えなくなる等の事象が平成 25 年度の 1年間は授業中に数件
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発生した。一次対応として速やかに予備機と交換する事で解決したが，前回使用時に

タブレットＰＣを電源ボタンの長押しによる強制終了により正常なシャットダウン

を行わなかったことが原因と考えられる。しかし，再現性を求め同様の手順でシャッ

トダウンしたが，発生する場合と発生しない場合がある為，一概に結論付ける事が出

来なかった。本事象が発生した場合，当該機能のデバイスドライバを再インストール

することでは回復せず，端末のリカバリーを実施した。リカバリーを実施しても回復

しない端末が数件あったが，その場合はメーカー修理に出して対応した。その為，本

事象がハードウェアの問題かソフトウェアの問題なのかについて突き詰めることは

出来なかった。本事業で様々なアプリケーションを導入し内部的に複雑な認証処理を

行っている為，起動・終了手順はあらかじめ定められた方法によって行う事が必要で

ある。また，実証 3年目に入りタブレットＰＣのバッテリーが消耗しており，年度当

初は教室内に配備する為に追加のＡＣアダプター又は予備バッテリーの購入を検討

していたが，家庭への持ち帰り学習で週末持ち帰るケースが想定された為，ＡＣアダ

プターを購入した。予備バッテリーの購入も検討していたが，充電に別途タブレット

ＰＣが必要なことや廃棄時に有害ごみとなり簡単に処分出来ない等の理由から購入

しないこととした。 

 

(2)ＩＷＢに関する課題 

本校は陽射しが強くＩＷＢ画面に太陽光が映り込む為，平成 24 年度に遮光カーテ

ンを設置したが，宮古島市は年間平均気温が 23.6 ℃の亜熱帯地域であり，夏季に教

室の窓を閉め切って授業を行うことが難しく，ＩＷＢ画面に遮光シートを貼る等して

太陽光の映り込みを軽減可能か年度当初に計画した。しかしながら，遮光シートの特

性上，ＩＷＢ画面の画面が暗くなる等して視認性が落ちる事やＩＷＢ画面の大きさに

対応した遮光シートが高価である事を考え，教室内に設置した遮光カーテンによる運

用とした。しかし，遮光カーテンでの運用は教室内の温度が高くなるという課題を改

めて確認した。 

 

(3)ウェブフィルタリングに関する課題 

学校の教育活動においてＩＣＴ環境を利活用する場合，有害サイトをブロックする

ウェブフィルタリングの導入は必須である。本校では有害サイトをカテゴリー別にブ

ロックするソフトウェアを導入しているが，生徒の学習活動に有益と考えられるＷｅ

ｂページもアクセス不可となる事がある。例えば，動画共有サイトにアップロードさ

れている動画クリップが授業内で活用出来る場合でもアクセス不可となる事がある。

その場合，該当ＵＲＬを個別の設定によって許可する必要があり，作業はＩＣＴ支援

員が実施している。また，生徒の一部からウェブフィルタリングの規制が厳しいとの

意見が出たことで教職員により緩和を検討したが，学習活動を行うにあたり必要十分

な情報にアクセスが出来ており，今以上に許可する必要はないと判断した。その為，

動画共有サイトの該当クリップを許可する以外のウェブフィルタリング設定ポリシ
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ーは平成 24 年度に運用した内容と同一である。なお，動画共有サイトの動画クリッ

プを利用する場合，サイト全体一律許可してしまうと，学習活動に必要のない動画ク

リップはもちろんの事，有害情報を含んだ動画クリップへもアクセス出来てしまう為，

個別に許可設定を行う必要がある。また，平成 25 年度より開始した持ち帰り学習に

おいても有害サイト等を遮断することを目的とし，ウェブフィルタリングを導入した。

同一の設定ポリシーとする為に本事業で導入したフィルタリングソフトのうち，ＡＳ

Ｐで利用可能な製品を利用した。 

 

表 4-1 URL フィルタリングルール 

 

 

(4)無線ＡＰに関する課題 

本校は周囲を田畑に囲まれており，近隣の民家や商業施設からノイズとなる外来波の

影響が無く，無線ＡＰもコントローラタイプで運用されており電波やチャンネルが自

動調整されるため，良好な無線ＬＡＮ環境を維持しやすいが，それでも数台のタブレ

ットＰＣが接続できない事象や，教室内の半数近いタブレットＰＣが瞬間的に接続で

きない事象が発生していた。不規則に発生するこれら事象の原因はコントローラのロ

グを確認する事で推測可能だが，ログを読み解く技術と時間が必要なため学校による

ＩＣＴ機器の自主運営で事象を改善していく事は困難である。そこで，時間と場所を

指定することによりログを可視化するツールを試験的に運用した。事象を把握し易く

することで，推測ではなく正確に原因を特定することが可能となり，運用回避が可能

な事象，設定の変更が必要な事象など的確な改善行動の実施が可能となった。学校に

よる自主改善までは困難であったがリモートで管理している保守業者との連携がス

ムーズになり無線ＬＡＮ環境をより良くすることが可能となった。 
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4.3 災害時におけるＩＣＴ環境の利活用方策と課題の抽出・

分析 

本校は宮古島市より災害時の避難場所及び広域避難場所として指定されており，フ

ューチャースクール推進事業で構築したＩＣＴ環境の利活用が想定される。平成 24

年度までに校内(ＰＣ教室)及び体育館を災害発生時の情報収集拠点と想定した実証

を行った。その際，既存のタブレットＰＣや持ち込み端末に対して災害用のネットワ

ークを新設し，接続する事によってセキュアかつ煩雑な設定なくインターネット接続

を実現した。しかし，平成 24 年度までの実証は本校に敷設されている光ファイバ回

線が疎通している事を前提としている為，平成 25 年度は災害等により光ファイバ回

線で通信が出来なくなった事を想定した実証を実施する。具体的には，家庭への持ち

帰り学習で準備する移動体通信回線(モバイル回線)を用いた回線冗長及びモバイル

回線の可用性について以下の検証ＡからＦまでの 6項目を実施した。 

 

4.3.1 検証ポイント 

検証 A：現用回線(固定光回線)から冗長回線(モバイル回線)への自動切替 

検証 B：生徒によるネットワーク環境の切替作業の可能性検証 

検証 C：切替後の構成で利用可能な情報収集手段の検討 

検証 D：情報収集に必要な通信帯域の検証 

検証 E：モバイル回線の冗長回線としての可用性 

検証 F：災害発生時に円滑な利活用を実現するネットワーク設計の分析 

 

4.3.2 災害時における経路冗長について 

本校は現用回線に固定光回線を利用しているが，地震・台風等の自然災害により現

用回線が通信不可となった際，家庭への持ち帰り学習用に整備したモバイル回線を冗

長回線として利用することを想定した。現用回線から冗長回線への切替はタブレット

ＰＣにて自動で判断し切り替わる仕組みとし，検証をおこなった。 
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図 4-4 災害時の経路冗長イメージ図

 

 

(1)使用したＩＣＴ機器及び使用目的 

使用機器名 利用目的 

生徒用タブレットＰＣ 災害情報等の情報取得手段として生徒用タブレットＰ

Ｃを避難者向けに解放した。開放に際して，生徒の学習

情報等が漏洩しないように防災用アカウントを新設し

てログインを実施した。 

モバイル回線 

モバイルルータ 

災害により現用回線(光ファイバ回線)が遮断したと想

定し，家庭への持ち帰り学習用に構築したモバイル回線

及びモバイルルータをインターネット接続用として利

用した。 

 

(2)使用したアプリケーション 

災害時には複数台のタブレットＰＣを避難所に整備する必要があると想定したが，

通常は複数台のタブレットＰＣをネットワーク接続するには向かないモバイル回線

を冗長回線とする為，モバイル回線を複数本束ねて仮想的に 1本の回線とするアプリ

ケーション(回線チーミングソフトウェア)を導入した。今回の災害実証ではこのアプ

リケーションを利用して災害時に求められる通信環境を実現出来るか検証した。 
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(3)災害時に起こりうると想定したネットワークトラブル 

災害が発生した際，以下の順にネットワークトラブルが発生すると想定される。 

想定 1 
地震・津波・落雷等の自然災害により本校への電源供給が遮断。 

(※本校は平成 25 年度に落雷による停電が 4回発生した) 

↓ 

想定 2 
電源供給が遮断されたことで，ＵＰＳ(無停電装置)よりサーバ群及びネッ

トワーク機器へシャットダウン信号が送信され，機器が停止。 

↓ 

想定 3 機器の停止に伴い校内無線ＬＡＮ環境とインターネット接続環境を失う。 

↓ 

想定 4 
情報収集及び校内無線ＬＡＮ環境復旧までの冗長回線として持ち帰り学習

用に調達したモバイル回線をインターネット接続回線として使用する。 

以上の前提条件に加え，宮古島市防災計画に基づき，本校が避難場所として指定され，

被災者を収容し被災者各個人が災害情報の収集をする環境の提供が求められると想

定した。 

 

図 4-5 現時点の海抜を知らせる張り紙(本校玄関) 

 

 

(4)実施結果及び実施時の様子 

検証 Aは図 4-6 及び図 4-7 の通り，自動で現用回線(固定光回線)から冗長回線(モ

バイル回線)へ切り替わり，復旧後は自動で現用環境に復旧した。図 4-6 は現用回線

の通信が停止し，冗長回線に切り替わった時の様子である。概ね 13 秒～15 秒程度で

切り替わっていることが分かる。また，現用回線が復旧し，通信が冗長回線から戻っ

た際の様子が図 4-7 である。こちらも概ね 15 秒程度で校内無線ＬＡＮに切り替わっ

ていることが分かる。なお，自動で現用回線から冗長回線へ切り替えた後にインター

ネット接続をしたが，図 4-5 の様に表示されなかった。原因を考察したところ，現用

回線に接続際はセキュリティとインターネット側の通信速度を確保する為にブラウ

ザにＰｒｏｘｙ設定を行っている。その為，Ｐｒｏｘｙ設定を解除すれば正常に表示
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された。しかしながら，Ｐｒｏｘｙ設定を解除する場合，管理者権限を必要とするこ

とから，実際の運用を考え簡便にＰｒｏｘｙの設定を除出出来るバッチファイルを作

成した。 

 

図 4-6 現用回線から冗長回線に切り替わる様子 
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図 4-7 冗長回線から現用回線に切り替わる様子 

 

 

図 4-8 Ｐｒｏｘｙ設定によりインターネットへ接続不可 

 



31 
 

検証Ｂは検証Ａで実施した手順を確定した上で生徒向けにマニュアルを作成し，Ｉ

ＣＴ支援員補助の上，生徒(3 年生男子 4名，女子 4名)に実施させた。実施している

様子は図 x-x の通りである。マニュアル通りに実施し，適宜ＩＣＴ支援員が助言する

事によって生徒でも切替作業及び切り戻し作業を行う事が出来た。作業後に生徒へコ

メントを求めたところ「操作自体は持ち帰り学習で行っている内容と一緒だったので

難しいとは思わなかった。しかし，今日行った操作手順はいざという時は忘れている

と思うのでマニュアルは欲しい。」との意見があった。 

なお，今回は前述の作業を生徒でも行う事が出来るかという事を検証する為に実施し

たが，自然災害等による緊急時，生徒に求められるのは教員の指示に従い自らの安全

を確保する事が最優先事項である事は言うまでもない。災害発生後，数時間～1 日経

過し，安全が確保された上で避難所としての機能を立ち上げる際に生徒の協力を得る

場面が無いか検討するに当たって実施した。 

検証Ｃはインターネット上の様々なコンテンツやサービスを利用して災害情報を

取得する事と想定した。また，本校が避難所となった場合を想定し，タブレットＰＣ

3台による接続試験も実施した。結果は，図 x-x の通りでタブレットＰＣ1台に冗長

化回線を接続した場合，全ての通信手段にアクセス出来たが，タブレットＰＣ3 台で

接続した場合，リアルタイム性や動的コンテンツを含む等データ通信量の多い項番 5，

6，7について冗長化回線 1回線では遅延が出る，接続出来ない等の事象が発生した。

その為，前述の通り冗長化回線をソフトウェア上で複数本を束ねることの出来る回線

チーミングアプリケーションを利用した。図 x-x の通り，左図が冗長回線 1回線時の

通信速度，右図が冗長回線 4回線をチーミングした通信速度である。なお，チーミン

グ中の様子は以下の通りである。本アプリケーションは回線増速及び安定化を期待す

る事が出来る。 

 

図 4-9 通信手段及び接続結果 
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図 4-10 生徒により現用環境から冗長環境へ変更している様子 

 

 

図 4-11 回線チーミングソフトウェアを用いた時の通信速度 

(冗長回線 1 回線の時の通信速度) (冗長回線 4回戦の時の通信速度) 
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図 4-12 回線チーミングソフトウェアを用いている様子，画面イメージ

 

 

検証Ｄは検証Ｃの結果から，タブレットＰＣ1台に対して冗長回線 1本で接続する

場合，通信速度が概ね 1.5Mpbs から 3.0Mbps 程度であった。その事から 3.0Mbps 程度

の通信速度が維持されれば，HP 閲覧やメール送受信・ラジオ／ストリーミングといっ

た豊富な情報源にアクセスが可能と考えられる。一方，冗長回線 1回線でタブレット

ＰＣ複数台を接続した場合，通信速度をシェアする事からラジオ／ストリーミング等

のリアルタイムかつ大容量の通信に対応出来ないことがあった。その際，前述の様な

回線を束ねるソフトウェア等を用いて高速化を図ることも検討できる。また，災害時

に共通的な情報(災害情報，天気予報，自治体発表情報等)はＩＷＢに掲示し，避難所

全体に情報発信することで通信帯域を抑えることが期待できる。なお，図 4-13 は情

報通信手段に対する一般的に必要な通信帯域をＨＰ容量やサービス提供事業者の推

奨値をもとに作成したものである。 
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図 4-13 情報通信手段に対する通信帯域の想定 

 

検証Ｅは検証Ｃ及び検証Ｄの結果から，モバイル回線は災害時の冗長回線として可

用性があると結論付けた。なぜなら，冗長回線 1本あたり概ね 1.5Mbps から 3.0Mbps

の通信速度を記録しており，タブレットＰＣ1台毎に冗長回線 1回線を割り当てるな

らば，検証した全ての通信手段において良好な結果であったことが挙げられる。また，

現用回線と冗長回線で異なる通信運搬方式を用いることは災害に強固なネットワー

ク構築が可能となる。 

検証Ｆは検証Ａから検証Ｅまでの結果から，以下のことに留意してＮＷ設定をする

必要がある。 

・現用回線から冗長回線用に速やかに切り替えを実施する事を踏まえ，使用する無線 

ＬＡＮプロファイル(ＳＳＩＤ等)は事前に設定しておく 

・被災者の収容数から災害時に提供するタブレットＰＣ台数，冗長回線数を事前に算 

出しておく 

・冗長回線は現用回線とは異なる提供方法による回線を選択することが望ましい(例 

えば，現用回線を固定ブロードバンド通信，冗長回線を移動体通信回線とする等) 

・災害時に設定する者(教員又は生徒)が円滑に切替設定を行えるよう簡易なマニュア 

ルを整備すること 

4.4 ＩＣＴ機器の効果的活用を通しての言語活動の充実を図

る授業の工夫・改善に関する課題の抽出・分析 

4.4.1 テーマ設定の理由 

本校では，全国学力・学習状況調査(中学 3年 4月実施)や沖縄県学習到達度調査(中

学 2 年 12 月実施)において，平成 24 年度に比べると改善されてはいるもののいまだ

正答率の低さが目立ち全国平均に及ばない。課題に対して答えを求めるあまり，深く

考えず答えに行き着かないことであきらめる生徒も少なくない。授業の中で教員が教

えるという一方通行型ではなく，生徒の考えを発表し伝えあう授業という双方向的か

つ多方向的な広がりを持つ授業を構築することで，その教科の学習内容に深く取り組
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み，理解すると考える。その研究を取り組むにあたり，本校は「フューチャースクー

ル推進事業」の検証校である。そのため校内のＬＡＮ整備はもちろんのこと，通信速

度の環境にも恵まれていることで，ＩＣＴ機器の効果的活用を授業づくりで計画・実

践していくことから生徒一人一人の発表の場を有効的に作り出すきっかけとなるだ

ろう。そういう面からサブテーマと研究主題を結びつけ本主題を設定した。 

 

4.4.2 生徒の授業における言語活動の場について 

言語活動は発表のみならず様々な場面で以下のような事が行われる。 

・課題解決の過程を，順序を手立て，まとめること。 

・図や表，式および文章などで考察や答えをまとめること。 

・自分のまとめたものを発表する。 

・発表したものを練りあい，新しい考えを生み出す。(協働学習)の場面があり，以上

のことがらを授業においてＩＣＴ機器を効果的に活用することで，生徒に質の高い

ものを数多く経験させ，思考力，判断力，表現力を向上させたい。 

 

4.4.3 授業におけるＩＣＴ機器の効果的活用について 

授業の導入時において，ＩＣＴ機器を活用することにより，教員の提示方法が多様

化し，生徒の興味関心の向上や課題把握が容易になる。その方法としては，デジタル

教科書のワークコンテンツ(読み上げ機能やシミュレーションなど)や教員の自作に

よる教材などが効果的である。展開時におけるＩＣＴ機器の役割は，生徒の学習活動

の効率化およびコミュニケーションの深化に役立てられる。その方法としては，生徒

が容易に操作できるオフィスソフトを使って，自分の考えをまとめることや手書き機

能を持つタブレットＰＣのペン機能の使えるソフト等で考えを表現すること，協働ア

プリケーションで考えを交流することなどが効果的である。また，生徒のノートをＩ

ＷＢに表示したり，生徒タブレットＰＣへ転送提示するなどして，考えを共有し，練

りあい，学びあいなど協働学習の効果にも期待される。授業のまとめにおけるＩＣＴ

の役割は，生徒の振り返りに役立てられる。その方法としては，ＩＷＢの黒板モード

やＷｅｂサイトの閲覧など，単元や本時の授業の深化を図ることができ，効果的であ

る。平成 25 年度は各教科，各単元において，効果的なＩＣＴ活用法を工夫していく。 

 

4.4.4  言語活動の充実を図るためのＩＣＴ機器の活用の工夫 

平成 23 年 5 月に文部科学省が公表した「言語活動の充実に関する指導事例集～思

考力，判断力，表現力の育成に向けて～中学校版」を参考資料として，授業実践およ

び研究の深化を図っていく。思考力，判断力，表現力が高められるような授業内容，

ワークシートの活用などをＩＣＴ機器の利活用を通して行っていく。現段階では，教

員の視点がＩＣＴ機器の利活用に対して重点があるようだが，それでも，生徒の言語

活動の機会が増えてきているのは確かである。今後，授業の展開の工夫や，授業の目

的に沿ったＩＣＴ機器活用法に対して研究を深め，思考力，判断力，表現力の育成に
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つなげ，言語活動の充実を図っていきたい。 

4.5 ＩＣＴを利活用した協働教育の実証 

 4.5.1 交流ノートについて 

(1)活用について 

ＩＣＴ機器の利活用において様々な実践を行ってきたが，協働教育に関しては「交

流ノート」(本校ではＪＲ四国のコラボノート)が一番適しており生徒がもっとも使い

やすいものである。本校では各教科で様々な活用を行ってきた。 

 

(2)各教科の実践例 

(a)国語における協働教育の実践事例 

下地中の交流校である，台湾の漢口中学校の交流生とグループをつくり協働学習に

取り組んだ。交流ノートを活用しグループでクイズ形式の課題に取り組み，体の部位

を中国語で書き発音したり，日本語に変換したり，グループでひとつのシートを共有

することで学び合いの場面が多くみられた。 

 

 

(b)理科における交流を伴った協働教育の実践事例 

テレビ会議システムを活用し和歌山県の城東中学校と交流授業を行った。3人 1グ

ループになり交流ノートとメモや感想を書き込むジャーナルソフトを活用し課題に

取り組んだ。テレビ会議システムを活用し言葉や実物で表現することで疑問に思った

ことをリアルタイムに解決することができた。また，交流ノートで互いの考えを書き

込んだワークシートを遠隔地と共有することで，身近にない植物・生物の存在を知る

ことができた。遠隔の学校と交流授業で宮古島の植物を紹介することで，地域の自然

について深く理解することができ，興味や関心を持つことができた。また，授業前に

遠隔通信を活用し授業の打ち合わせを行った。授業後は交流先の先生と授業反省をテ

レビ会議システムで行った。 



37 
 

 
 

(c)社会における交流授業を伴った協働学習の実践事例 

日本のさまざまな自然災害と防災について，福島県尚英中学校と交流学習を行った。 

グループに生徒タブレットＰＣ1台(テレビ会議システム)と交流ノート(3～4台)を繋

ぎ「日本にはどのような自然災害があるのか」を話し合った。両校ともグループの代

表は画面(テレビ会議システム)を通して進行役を務めた。他の生徒は交流ノートに

「日本にはどのような自然災害があるのか」それぞれの考え方を共有しながら書き込

むことができた。両校のグループの代表が交流ノート内容をテレビ会議システムを通

し互いに発表を行った。 

 
 

(d)数学における協働学習の実践事例 

2 枚のカードを引き，2つの条件(カードの和と積)から 2次方程式をたてて選んだ

カードを当てるというもの。それぞれの生徒が交流ノートに 2 つの条件を書き入れ，

シートを完成し，ほかの生徒が解きたいシートを選び，解答を交流ノートに書き込み

条件を作成した生徒が解答の正否をつける。という使い方を試みた。作成(Ａ)→解答

(Ｂ)→正否(Ａ)というシートを 2人の生徒を行き来する使い方となった。 
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(3)情報通信面に関する課題 

コラボノートは校内のサーバにインストールして利用する形態とメーカの提供す

るサーバに接続するＡＳＰ(本調査研究用に特別に用意した環境)の形態があるが，本

校では，平成 25 年度上期まで前者の形態を利用していた。平成 25 年度下期より家庭

への持ち帰り学習を開始するに当たり，使用方法を検討したところ，持ち帰り学習の

環境はセキュリティ面及び費用対効果を鑑み，校内のＮＷへＶＰＮ等による接続をし

ないこととした。しかしながら，コラボノートは協働学習に際して有用であるから，

コラボノートを提供するメーカに相談し，特別にＡＳＰによるコラボノートを提供頂

いた。サーバ版とＡＳＰ版との間ではファイルの同期が行えない為，サーバ版を利用

した授業を行った後，家庭へ持ち帰って続きを行う場合，コラボノートのファイルを

相互間で移動する必要がある。また，持ち帰り学習を想定した授業はあらかじめＡＳ

Ｐ版を使って授業を進めるなどなした。 

 

4.5.2 テレビ会議システムの活用  

(1)活用について 

本校は台湾をはじめ，国内外の数多くの地域と交流学習を活発に行っている。宮古

島は東京から約 2040Km 離れており，地理的ハンディがあるが，ＩＣＴ機器の利活用

によって地域を超えた授業を行う事が出来るようになった。 

 

(2)各教科の実践例 

(a)英語におけるテレビ会議システムを用いた実践事例 

早稲田大学の留学生とテレビ会議システムを活用し3グループに分かれグループ毎

で交流を行った。テレビ会議システムを通してインタビューを行うことで，積極的に

コミュニケーションを図ろうとする態度がみられ，思考力・理解力の向上につながっ

た。「日本とは違ったジェスチャー」を知ることで諸外国の文化に触れることができ

興味・関心を引き出すことができた。 

 

 

(b)数学におけるテレビ会議システムを活用した実践事例 

宮古島の地域素材を生かした交流授業を行った。宮古島のパパイヤとマンゴーの平

成 23 年度と平成 24 年度の販売量の比較を百分率で増減を表した。宮古島からテレビ
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会議システムの画面共有機能で上越の学校に課題提示することで，同一課題に取り組

むことができた。考える際にも，テレビ会議システムで上越側から宮古島の生徒にヒ

ントを出すことで方程式をたてる手立てを伝えることができた。 

 

 

(c)テレビ会議システムを活用した台湾交流 

15 年目にあたる交流は，平成 25 年度も台湾側からテレビ会議システムでつなぎ，

歓迎式典，お別れ会の様子を宮古島で確認することができた。今回は移動できる端末

を使用したため，学校の細かい様子も伝えることができた。 

 

 

(3) 情報通信面に関する課題 

交流学習の授業では主にマイクロソフト社が提供するテレビ電話会議システム「Ｓ

ｋｙｐｅ(スカイプ)」を利用して接続した。Ｓｋｙｐｅは無償利用と有償利用で機能

が異なるが，1対 1での通信や画面共有・資料提示は無償で利用出来る。本校は離島

であり，手軽に交流学習を行えることは重要であるが，無償の為，サービス品質が担

保されておらず，授業中にブロックノイズの発生やサービスにログイン出来ない等の

事象が発生した。また，1対多で接続する場合は有償利用となる。平成 25 年 7 月 18

日に福島県南会津郡檜枝岐村立檜枝岐小中学校の中学生とお互いの文化・風習につい

て交流学習を実施した際，ＮＴＴアイティ社のテレビ電話会議システム「Ｍｅｅｔｉ

ｎｇｐｌａｚａ(ミーティングプラザ)」を試用した。Ｍｅｅｔｉｎｇｐｌａｚａは有

償サービスだが，ＡＳＰ型によるテレビ電話会議システムの為，提供事業者側のサー

バにて接続されている通信速度に最適な映像や音声を自動選択する事でブロックノ

イズが発生しにくい。また，Ｓｋｙｐｅはアプリケーションを導入する必要があり，

環境によってはインストールが出来ない，管理者による作業が必要等の課題があるが，



40 
 

ＭｅｅｔｉｎｇｐｌａｚａはＩｎｔｅｒｎｅｔＥｘｐｌｏｒｅｒで利用出来る為，イ

ンターネットに接続されていれば使用することが出来る。テレビ電話会議システムは

有償・無償共に数多く存在しており，それぞれにメリット・デメリットがある。交流

学習の頻度やＮＷ環境を十分に検討の上，使用するアプリケーションを選択すべきで

ある。表 x-x にＳｋｙｐｅとＭｅｅｔｉｎｇｐｌａｚａの機能比較を記載する。 

図 4-14 Ｍｅｅｔｉｎｇｐｌａｚａによる遠隔授業 

 

 

表 4-2 テレビ電話会議システムの比較(一例) 

サービス名 Ｓｋｙｐｅ Ｍｅｅｔｉｎｇｐｌａｚａ 

提供元 マイクロソフト ＮＴＴアイティ 

費用 一部無償(有償有) 有償 

提供形態 アプリケーション利用 

(インストール要) 

ブラウザ利用 

(インストール不要) 

メリット ・無償利用可能 

・ビデオ／音声通話が利用可能 

・ブラウザにて利用可能(録画可) 

・帯域から映像／音声を自動調整 

デメリット ・標準では録画／録音不可 

・帯域による自動調整機能を備えて

いない 

・多地点接続は有償 

・有償サービス 

・事前に契約が必要 

4.6 学校と家庭・地域との連携に関する課題の抽出・分析 

平成 24 年度までのＩＣＴ利活用に関する事例は学校内に閉じていたが，平成 25 年

度は家庭と地域にタブレットＰＣと移動体通信回線(モバイル回線)を持ち出し，実証

を行う予定である。学校ネットワークの環境外に持ち出すことより生じる利活用効果

や情報通信技術面で内容について検証ポイントを「事前調査」・「システム構成」・「運

用にかかるコストの分析」・「実践事例・学習内容」・「運用トラブルに関する課題の把

握」の 5点について課題を抽出，分析を行う。 
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4.6.1 家庭への持ち帰り学習に関する事前調査 

家庭への持ち帰り学習に先立ち，各家庭のインターネット環境調査とＩＣＴ教育に

関する保護者の意識調査を行った。これは，限られた予算内で保護者への負担感が少

なく実現し得る，現実的な持ち帰り学習をのスタイルを検証することを意図している。 

調査の結果，約 8割の家庭にインターネット回線が整備されており，そのうち約 6割

が定額料金を利用していることが分かったが，無線ＬＡＮ環境の整備状況は低かった。

そのため，家庭回線で全ての生徒を満たすことは現状不可能であるが，本事業にて整

備する通信環境以外の通信手段として家庭の通信回線は十分な可能性を持ち，コスト

低廉化を成し得ることが分かった。 

 また，ＩＣＴ教育に対する本校保護者の期待は総じて高く，学校にＩＣＴ教育環境

が整備されることが強く求められている。一方でＩＣＴ機器を利用することに対する

不安も感じられており，特に生徒がＩＣＴ機器を破損してしまう可能性がある点や，

情報流出・不適切情報へのアクセスなどセキュリティ面への不安が高いことが分かっ

た。これらについて，持ち帰り学習を実施する際に対策を検討し，保護者へ説明する

ことで不安の払拭を図った。また，従来の学習スタイルが失われることへの不安も見

られるが，これは本校におけるＩＣＴ教育の取り組みを広く公開することで，ＩＣＴ

教育が従来の教育に代わるものではなく相互補完的なものであることを時間をかけ

てご理解頂くことで解消されると考えている。以下，アンケート結果を記載する。 

 

(1)家庭における通信環境調査 

①各家庭におけるインターネット回線整備状況について 

約 78％の家庭にインターネット回線が整備されている。 
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表 4-3 インターネット回線整備状況 

 

 

②各家庭に整備されているインターネット回線の種別 

インターネット回線が整備されている家庭のうち，半数以上がケーブルテレビ回線

を利用。また，うち約 58％が定額の料金サービスを利用している。 

 

表 4-4 インターネット回線の種別 

 

 

 

 

ある

78%

ない

22%

光ファイバー

0% ADSL回線
6%

ケーブルTV回線
57%

高速通信

モバイル通信回線

(スマートフォン

含む)
23%

わからない

・その他

14%
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表 4-5 定額・従量の割合 

 

 

③家庭での無線ＬＡＮ利用可否 

インターネット回線が整備されている家庭のうち，約 30％が無線ＬＡＮ環境を整備 

している。 

 

表 4-6 無線ＬＡＮ整備状況 

 

 

(2)タブレット PC やデジタル教科書などＩＣＴ教育へ期待する内容 

①タブレット PC を使って自分のペースで学習することができる 

約 86％の保護者に期待感が見られる。 

 

定額

58%

定額でない

42%

できる

30%

わからない

31%

できない

39%
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表 4-7 (ｎ=99) 

 

 

②タブレット PC を使って授業の復習ができる 

約 88％の保護者に期待感が見られる。 

 

表 4-8 (ｎ=99) 

 

 

③豊富なデジタル教材を使って学習することができる 

約 84％の保護者に期待感が見られる。 
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表 4-9 (ｎ=99) 

 

 

④インターネットで様々な情報を得ることができる 

 約 89％の保護者に期待感が見られる。 

 

表 4-10 (ｎ=99) 

 

 

⑤タブレットや電子黒板，デジタル教科書などを使った学習を，日本の学校(中学校)

に導入することについて 

 約 94％の保護者に期待感が見られる。 
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表 4-11 (ｎ=99) 

 

 

(3)タブレット PC や電子黒板，デジタル教科書などの使用上，不安に感じる内容 

① 持ち歩く際に重さや大きさが負担になるところ 

約 59％の保護者が不安を感じている。 

 

表 4-12 (ｎ=99) 

 

 

②壊したり紛失したりするかもしれないところ 

約 84％の保護者が不安を感じている。 
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表 4-13 (ｎ=99) 

 

 

③保護者の目が届きにくくなるところ 

約 68％の保護者が不安を感じている。 

 

表 4-14 (ｎ=99) 

 

 

④紙の本や実物に触れる機会が減るところ 

約 76％の保護者が不安を感じている。 
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表 4-15 (ｎ=99) 

 

 

⑤文字を書いたり工作をしたりする機会が減るところ 

約 85％の保護者が不安を感じている。 

 

表 4-16 (ｎ=99) 

 

 

⑥インターネットを利用することで，個人情報が漏洩する可能性があるところ 

約 77％の保護者が不安を感じている。 
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表 4-17 (ｎ=99) 

 

 

⑦インターネットを利用することで生徒にふさわしくない情報に触れる可能性があ

るところ 

約 81％の保護者が不安を感じている。 

 

表 4-18 (ｎ=99) 

 

 

⑧タブレットやインターネットの操作能力が，学習効果や成績の差につながる可能性 

があるところ 

約 58％の保護者が不安を感じている。 
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表 4-19 (ｎ=99) 

 

 

⑨通信費用が発生するところ 

約 67％の保護者が不安を感じている。 

 

表 4-20 (ｎ=99) 

 

 

⑩パソコンなどを用意する費用が発生するところ 

約 60％の保護者が不安を感じている。 
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表 4-21 (ｎ=99) 

 

 

4.6.2 導入及び運用にかかるコストの分析 

 4.6.1 で記載した通り，家庭でのインターネット環境調査の結果から，図 4-15 に示

す環境を構築した。なお，家庭への持ち帰り学習に当たって前項アンケートの内，未

整備家庭へ高速インターネット回線を敷設した場合と移動体通信回線(モバイル回

線)を用意した場合の費用を事前に算出したが，下記表の結果，初期費用及び月額費

用ともに固定回線の方が安かった。しかし，本校の学区である宮古島市下地地区は光

ファイバ回線及びＡＤＳＬ回線の未提供エリアであり，固定回線はＣＡＴＶ回線を検

討したが，離島である事などからこれらの回線より低速である為，費用による単純比

較が出来ないこと，各家庭に固定回線を敷設した場合，各家庭での回線工事が発生す

る為，日程調整等で時間がかかること等から導入計画を策定してから早期に利用を開

始出来，セキュリティ面や目的外利用等の管理が容易な移動体通信回線を選択した。

以上の検討を踏まえ，既に家庭に整備されているインターネット回線を活用しながら，

未整備の家庭向けや校外学習用の通信手段としてモバイル回線を組み合わせたＩＣ

Ｔ環境が，経済的な持ち帰り学習環境であると思われる。 

 

(1)初期費用 

CATV 回線利用時 

(固定回線) 

項目 単価 数量 金額 

契約料 0 1 0 

回線工事費 15,000 1 15,000 

端末購入費 0 1 0 

合計(①)：15,000 円(税込 15,750 円) 
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モバイル回線 

利用時 

項目 単価 数量 金額 

契約料 3,000 1 3,000 

回線工事費 0 1 0 

端末購入費 16,800 1 16,800 

合計(②)：19,800 円(税込 20,790 円) 

差額(①-②)：▲4,800 円(税込▲5,040 円) 

 

(2)月額費用 

CATV 回線利用時 

(固定回線) 

項目 単価 数量 金額 

回線利用料 4,791 1 4,791 

ISP 利用料 0 1 0 

ユニバーサル 

サービス料 
0 1 0 

合計(③)4,791 円(税込 5,030 円) 

 

モバイル回線 

利用時 

項目 単価 数量 金額 

回線利用料 5,700 1 5,700 

ISP 利用料 500 1 500 

ユニバーサル 

サービス料 
3 1 3 

合計(④)6,203 円(税込 6,513 円) 

差額(③-④)：▲1,412 円(税込▲1,483 円) 

 

4.6.3 家庭への持ち帰り学習に関するシステム構成 

家庭への持ち帰り学習にあたり前項の通り，モバイル回線をインターネット接続用

回線として用いることとしたが，システム構成は図 4-15 の通りである。また，家庭

のインターネット回線から接続する事も踏まえ，本校に導入されているアプリケーシ

ョンのうち，インターネット上からの使用可否を事前に検討した。家庭のインターネ

ット回線やモバイル回線から学校環境に接続する為にＶＰＮ(閉域通信網)による環

境構築も検討したが，ＶＰＮの費用が追加で発生することや家庭のパソコンを利用す

る場合，全ての環境に対応する事は現実的でない事などから持ち帰り学習において学

校環境に接続しないこととした。 
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図 4-15 持ち帰り学習環境 

 

 

4.6.4 家庭への持ち帰り学習の実践例・学習内容 

 

(1)学校行事における実践 

2 学年(26 名)において，学校行事でもある「職場体験学習」でのタブレットＰＣの

持ち帰りを実践した。従来は紙媒体で「体験日誌」を作成していたが，今回は事業所

ごとに電子媒体である交流ノートで作成した。 

  

生徒は体験したことをタブレットＰＣのＷｅｂカメラを利用して静止画や動画で体

験した内容を記録し，休憩時間や家庭で一日の体験を交流ノートにまとめた。生徒が

事業所での体験活動の様子を休憩時間帯などで交流ノートを開くことで，作業の様子

を把握することができた。 

 

(2)授業効率化の試みにおける実践 

理科の実験の授業において，従来は授業時間の中で実験の説明，器具の準備，実験
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活動，実験の考察という流れで行っていたが，教員が実験動画を記録し，それを生徒

がタブレットＰＣを持ち帰ることで視聴し，実験手順をノートに起こすことで，実験

内容を理解できた。授業当日，休憩時間で実験器具を準備し，授業時間では実験活動，

考察の時間と授業のねらいに即した内容を進めることができた。 

 

 

(3)基礎基本の定着をはかるドリル学習の実践 

タブレットＰＣにインストールされている学習教材のドリル学習で既習事項の確

認を，タブレットＰＣを持ち帰ってオンラインで取り組んだ。覚醒との履歴も残るこ

とで，教員が生徒個人個人の達成度を把握することができた。「質問・回答」機能を

使い，問題や授業に対する生徒の質問を教員が回答したり，その質問を元に次回の授

業で取り上げ学びを深めることもできた。 

 

 

(4)段階的計画(週末利用から普段利用) 

週末利用に関しては主要五教科において既習事項のドリル学習を行う。(ラインズ

の e-ライブラリを使用)普段利用に関しては授業の準備おけるプレゼンテーションの

作成やデジタル新聞の閲覧を利用した調べ学習やまとめ学習などを計画している。 
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(5)協働学習の計画 

家庭学習の時間を設定し，グループで交流ノートを完成させる。 

 

(6)デジタル教材の活用 

授業動画を視聴しての振り返り学習も効果的であることが考えられる。 

 

(7)校外での体験学習での利用 

2 学年において職場体験学習での現地での記録や現地での事後における職場体験先

の評価などに利用する。3 学年においては修学旅行時に班別自主活動での交流ノート

活用を計画している。 

 

4.6.5 運用トラブルに関する課題の把握 

4.6.1 で記載した通り，事前環境調査の結果から家庭にインターネット回線がある

生徒はタブレットＰＣのみ持ち帰らせ，家庭回線に接続させた。図 x-x は 2 年生及び

3 年生で家庭に高速インターネット回線が有ると答えた生徒のうち，タブレットＰＣ

を接続出来た生徒数と出来なかった生徒数である。タブレットＰＣを家庭のインター

ネット回線に接続出来た生徒のうち，有線ＬＡＮ接続をした生徒は 2 年生・3 年生合

わせて 9名，無線ＬＡＮ接続をした生徒は同じく 7名であった。また，タブレットＰ

Ｃを家庭のインターネット回線に接続出来なかった生徒から理由を聞いたところ，

「無線ＬＡＮ環境はあるが，設定パスワードが分からなかった」，「有線ＬＡＮで接続

をしたところ，ＩＰアドレスの設定が出来ず繋がらなかった」等の事象があった。 

無線ＬＡＮの設定パスワードとは「暗号化キー」や「ネットワークキー」と呼ばれる

もので，無線ＬＡＮのセキュリティを確保する為に設定するものであるが，そのパス

ワードが分からず設定出来なかったと考えられる。また，有線ＬＡＮ接続におけるＩ

Ｐアドレスの設定だが，本校に整備しているタブレットＰＣの有線ＬＡＮポートは普

段使用しないことや持ち帰り学習等で使用する事を想定して，ＩＰアドレスの自動設

定としている。その為，家庭のインターネット環境(主にルータ)がＩＰアドレスを手

動で設定する必要がある場合，タブレットＰＣに管理者権限でログインする必要があ

る為，生徒による設定が出来ない。 

 

4.7 学校間交流に関する課題の抽出・分析 

4.7.1 テレビ会議システムの活用について 

相手との交流を目的にテレビ会議システムを使用した。音声のみでなくビデオ通話
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機能を使用することで，一体となった交流活動が行えた。この様な交流が社会，理科

などでは課題を協働学習で解決することができ，英語ではネイティブな会話を行うこ

とができた。当初は一対一(ＩＷＢを使用)で行っていたが，多対多(学習者用タブレ

ットＰＣを使用)となることで，1グループあたりの交流時間の確保につながるものと

なった。しかしその反面，グループ毎に通信が発生した為，通信量が増えたことによ

り通信状態の悪化を招いた。英語ではグループに見合う相手数の確保と現地時間との

時差が課題となった。 

 

4.7.2 交流ノート(コラボノート)の活用について 

協働学習において最も授業を効果的にするものが交流ノートである。教室内の生徒

同士の考えをつなぐツールである。平成 25 年度はこの交流ノートの様々な活用がみ

られた。教室内の生徒をつなぐだけでなく，違う教室(遠隔地)の生徒とつなぐという

活用の仕方もみられた。リアルタイムで書き込みができるということから，互いの意

見の交流ができそれぞれの地域における考えの共通性や違いなどから新しい学びが

創造できる。交流ノートを作成する際にはシートのグループ分けはもちろんのこと書

き込みが主になるため，課題はシンプルに提示できるものが好ましい。あと互いの考

えが視覚的に理解できるように，色別の付箋機能をつかうことで書き込んだのがどち

ら側の意見なのかという組み分けも必要である。 

 

4.7.3 授業準備・実施について 

学校交流で上記の 4.7.1 及び 4.7.2 のこと以上に，相手との緻密な打ち合わせが必要

になる。実施前には両校の生徒の学習活動を予測した指導案を立てる。そして学校交

流間における，テレビ会議システムと交流ノートを何のために利活用にするのかを明

確にしておくことが必須である。平成 25 年度は実施後の反省をテレビ会議システム

を利用して行うことができたので，反省を生かした事後実践ができるようになった。 

5 ＩＣＴ利活用方策の分析 

5.1 生徒・教員に対するアンケートによる評価 

5.1.1 生徒向けアンケート 

(1) アンケート実施内容 

平成 25 年 4 月から 6月頃と平成 26 年 1 月から 2月頃に全生徒を対象に，文部科学

省が策定したアンケート用紙による調査を実施する。 

 

(2) アンケート調査の目的 

平成 25 年度に在学する全ての生徒に対し，ＩＣＴ利活用に関わる意識・状況の変

化を調査する 



57 
 

(3) アンケート調査の結果 

平成 25 年度 4月及び 12 月の 2回，全生徒対象に意識調査を実施した。分析は，単

一回答による設問については，円グラフを用いて割合がわかるように表示した。複数

回答設問については，棒グラフを用いて数の比較が出来るようにした。設問 1から設

問 30 までは左図が事前アンケート，右図が事後アンケートの結果であり，設問 31 は

上図が事前アンケート，下図が事後アンケートの結果である。 

アンケートの各設問は大きく 6つの観点から作成されており，この分類に基づき分

析を行う。 

Ⅰ．関心・意欲・態度について 

Ⅱ．知識・理解や技能について 

Ⅲ．思考力・判断力・表現力等について 

Ⅳ．教員用に構築したＩＣＴ環境に対する評価 

Ⅴ．生徒用に整備した環境に関する評価 

Ⅵ．協働教育(学習)に関する評価 

(4)アンケート調査結果(まとめ) 

平成 25 年度事前アンケート(4 月実施)と事後アンケート(12 月実施)を比較し，生徒

のＩＣＴ環境やＩＣＴを活用した授業に対するⅠからⅥまでの観点について考察し

た。一部設問で前向きな回答(たいへんそう思う，少しそう思う)が事前アンケートに

比べ，事後アンケートで後退している設問もあるが，各設問とも大きな変動は無く，

有意差無しと考えている。事前・事後アンケートの結果からＩＣＴを利活用した授業

について，生徒の意識は「関心・意欲・態度」，「知識・理解や技能」，「思考力・

判断力・表現力等」等の 6観点全てで非常に高い効果があると考えている。また，設

問 31 から一部教科で利活用の減少があったものの，多くの教科で利活用は増えてい

る。特に国語科，社会科，数学科においては事前アンケートより 15%増加する等，Ｉ

ＣＴを利活用した授業が一般的となっていることが伺える。 

 

Ⅰ.関心・意欲・態度に及ぼす有効性について 

設問 1から設問 4はＩＣＴ環境やＩＣＴ機器が生徒の関心・意欲・態度に及ぼす有

用性について問うものである。事前アンケート調査結果と事後アンケート調査結果を

比較した時，設問 4 を除き，「たいへんそう思う」の回答比率が高くなった。設問 4

は「あまりそう思わない」がやや増えているが，事前・事後ともに「たいへんそう思

う」，「少しそう思う」が 97％以上を占めており，設問全体で見た傾向としては，ＩＣ

Ｔ環境やＩＣＴ機器の利活用は，生徒の学習への興味・関心，積極性，意欲を高める

ことに有効であるといえる。 

 

 

 

設問 1：楽しく学習できたと思いますか。 
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設問 2：積極的に授業に参加することができたと思いますか。 

 

 

設問 3：集中して学習に取り組むことができたと思いますか。 

 

 

設問 4：学習した内容をもっとしらべてみたいと思いますか。 
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Ⅱ.知識・理解や技能に及ぼす有効性について 

自分のペースに合った学習法や理解に関する設問(5)は，事前・事後ともに「たい

へんそう思う」，「少しそう思う」が全体の 93％以上となった。 

学習目的に対する理解度・達成意識に関する設問(6)は，事前・事後ともに「たいへ

んそう思う」，「少しそう思う」が全体の 94％以上となった。 

知識の整理と記憶に関する設問(7)は，事前・事後ともに「たいへんそう思う」，「少

しそう思う」が全体の 94％以上となった。 

観点Ⅱも各設問・選択肢ごとの多少はあるが全体的に「たいへんそう思う」，「少しそ

う思う」が 90％以上を占めておりＩＣＴの利活用は，生徒が必要な情報を検索する技

能を生かし，自分のペースで学習を進め，知識を得ることに有効であると評価できる。 

 

 

設問 5：自分のペースでじっくり考えたり，やってみたいところにじっくり取り組む 

など，自分に合ったスピードや方法で学習を進めることができましたか。 

 

 

設問 6：学習の目標やねらいを達成することができたと思いますか。 
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設問 7：学習した内容を整理して覚えることができたと思いますか。 

 

 

設問 8：学習活動の中で教科書や資料などを利用して必要な情報を見つけられたと思 

いますか。 

 

 

Ⅲ.思考力・判断力・表現力等について 

思考の深化に関する設問(9)，思考をまとめる力に関する設問(10)，「新しい考え方

や決まり，方法，法則等見つける」思考力・判断力に関する設問(12)では，事前アン

ケート調査結果と事後アンケート調査結果を比較した時，「たいへんそう思う」・「少

しそう思う」の合計回答比率が高くなった。ＩＣＴ環境やＩＣＴ機器の利活用は，思

考を深め，まとめる力について有効であり，ＩＣＴを使った学習で従来とは違う観点

での思考力・判断力が育まれ，培われてきたいえる。 

 

設問 9：じっくりと考えて，自分の考えを深めることができたと思いますか。 
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設問 10：ノートやワークシートに自分の考えをまとめることができたと思いますか。 

 

 

設問 11：自分の考えや意見をわかりやすく伝えることができたと思いますか。 

 

 

設問 12：授業の中で，新しい考え方や決まり，方法，法則など見つけることができ 

と思いますか。 

 

 

Ⅳ.教員用に構築したＩＣＴ環境に対する評価 

授業の円滑化に関する設問(13)では，事前・事後ともに「たいへんそう思う」，「少

しそう思う」が全体の 90％以上となった。 

授業の分かりやすさに関する設問(14)では，事前・事後ともに「たいへんそう思う」，

「少しそう思う」が全体の 97％以上となった。 

授業をもっと受けたいかの設問(15)では，事前・事後ともに「たいへんそう思う」，「少

しそう思う」が全体の 93％以上となった。 
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黒板だけの授業よりもＩＣＴも利活用した授業の方が効果的であるかの設問(18)で

は，事前・事後ともに「たいへんそう思う」，「少しそう思う」が全体の 97％以上とな

った。 

また，全ての設問で事前アンケート調査結果と事後アンケート調査結果を比較した時，

「たいへんそう思う」・「少しそう思う」の合計回答比率が高くなった。このことから，

ＩＣＴ環境やＩＣＴ機器に対して，生徒の興味・関心・期待度は非常に高く，特段，

ＩＣＴ機器の操作に対しても苦手意識を感じることは無かったと考えられる。 

 

設問 13：電子黒板や実物投影機などを使うと授業がスムーズに進むと思いますか。 

 

 

設問 14：電子黒板や実物投影機などを使った学習は，自分たち生徒にとって分かりや 

すいと思いますか。 

 

 

設問 15：電子黒板や実物投影機などを使った授業をもっと受けてみたいと思いますか。 
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設問 16：授業の途中で，先生がほかの生徒のコンピュータ画面を電子黒板で見せたり 

するのは，学習の役に立つと思いますか。 

 

 

設問 17：先生が電子黒板にいろいろな考えを提示して話し合う授業は学習の役に立つ 

と思いますか。 

 

 

設問 18：先生が黒板だけで授業をする場合と比べると，電子黒板等も一緒に使って授 

業をする方が学習の役に立つと思いますか。 

 

 

Ⅴ.生徒用に整備した環境に関する評価 

実証研究で導入したＩＣＴ環境下で授業を受けた生徒の感想である。 

コンピュータを使った授業の分かりやすさに関する設問(19)では，事前・事後ともに

「たいへんそう思う」，「少しそう思う」が全体の 93％以上となった。 

画面の見やすさに関する設問(20)では，事前・事後ともに「たいへんそう思う」，「少
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しそう思う」が全体の 93％以上となった。 

図や絵の書きやすさに関する設問(21)では，事前アンケート調査結果では 77％，事後

アンケート調査結果では 85％に留まった。 

自分専用のコンピュータは学習に役立つかに関しての設問(22)では，事前・事後とも

に「たいへんそう思う」，「少しそう思う」が全体の 95％以上となった。 

インターネット利用の学習効果に関する設問(23)では，事前・事後ともに「たいへん

そう思う」，「少しそう思う」が全体の 99％以上となった。 

電子ペンまたは画面タッチ入力の操作性に関する設問(24)では，事前アンケート調査

結果では 76％，事後アンケート調査結果では 78％に留まった。 

以上のことから，画面の見やすさ・１人１台のタブレット整備・学習活動におけるイ

ンターネット利用は概ね評価が高く利便性を感じているが，電子ペンや画面タッチ入

力による操作性は生徒が感じる要求を満たすまでには至らなかった。 

 

設問 19：自分たち生徒がコンピュータを利用する授業は，わかりやすいと思いますか。 

 

 

設問 20：生徒用コンピュータの画面は，見やすいと思いますか。 
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設問 21：生徒用コンピュータに図形や絵などを書くのは，書きやすいと思いますか。 

 

 

設問 22：学校に自分専用のコンピュータがあると，学習に役立つと思いますか。 

 

 

設問 23：学校に自分専用のコンピュータがあると，インターネットを使った調べ学習 

ができて便利だと思いますか。 
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設問 24：自分のコンピュータで文章を編集したらり発表資料を作成したりする際に， 

キーボード(仮想キーボードも含む)入力に比べて専用ペン入力(あるいは指タッチ入

力)の方が便利だと思いますか。 

 

 

Ⅵ.協働教育に関する評価 

協働教育に関するアンケート結果は，設問 25 から設問 30 までの全てで事前アンケ 

ート調査結果と事後アンケート調査結果を比較した時，「たいへんそう思う」・「少し

そう思う」の合計回答比率が高くなった。設問 28 の「発表」に関する設問において

は「発表」することに対して苦手意識を感じていることも要因の一つと考えられる。 

各設問・各選択肢により多少はあるが，全体的に見ると「たいへんそう思う」・「少し 

そう思う」の回答比率が事後アンケート調査結果で 90％以上を占めており，ＩＣＴの 

利活用が生徒間で教え合い，互いを高めていく協働学習に対して有効だと評価出来る。 

 

設問 25：授業では友だちと協力して学習を進めることができたと思いますか。 
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設問 26：授業では友だち同士で教えあうことができたと思いますか。 

 

 

設問 27：友だちの考え方や意見を知って，学びが深まったと思いますか。 

 

 

設問 28：授業で自分がコンピュータなどを使って発表してみたいと思いますか。 
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設問 29：授業で友だちがコンピュータなどを使って発表するのを聞いてみたいと思い 

ますか。 

 

 

設問 30：授業中に，自分たち生徒と先生の間でふだんより活発なやり取りができたと 

思いますか。 
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設問 31：電子黒板やコンピュータを活用した授業が行われた教科に○をつけてくださ 

さい。 
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5.1.2 教員向けアンケート 

(1) アンケート実施内容 

平成 25 年 4 月から 6月頃と平成 26 年 1 月から 2月頃に全ての教職員を対象に，文

部科学省が策定したアンケート用紙による調査を実施した。なお，校長・教頭・日本

語指導員・養護教員等の教科担当以外のであっても大小あるが，本調査研究で構築し

たＩＣＴ環境に関わっている為，一律でアンケートを実施した。その為，設問によっ

ては利用実績が無い等の理由で「無回答」となっている。(※利用実績があるもの，

関わりがあるものは他の教職員と同様に率直な回答をした。) 

 

(2) アンケート調査の目的 

平成 25 年度に在籍する教員に対し，ＩＣＴ利活用開始初期段階での意識・状況変

化を調査する。 

 

(3) アンケート調査の結果 

平成 25 年度 5月及び 12 月の 2回，全教員対象に意識調査を実施した。分析は，単

一回答による設問については，円グラフを用いて割合がわかるように表示した。複数

回答設問については，棒グラフを用いて数の比較が出来るようにした。 

アンケートの各設問は大きく 7つの項目から作成されており，この分類に基づき分析

を行う。 

Ⅰ．回答者について 

Ⅱ．電子黒板(ＩＷＢ)について 

Ⅲ．タブレットＰＣについて 

Ⅳ．協働養育アプリケーションについて 

Ⅴ．電子黒板や生徒用コンピュータの活用効果について 

Ⅵ．授業でのＩＣＴ活用へ向けた支援 

Ⅶ．ＩＣＴ環境の構築，運用について 

Ⅷ．教員のＩＣＴ活用指導力について 

 

(4)アンケート調査結果(まとめ) 

平成 25 年度事前アンケート(5 月実施)と事後アンケート(12 月実施)を比較し，教

職員のＩＣＴ環境やＩＣＴを活用した授業に対するⅠからⅧまでの観点について考

察した。 

 教員に対する意識調査はＩＣＴ利活用の有無に関わらず全ての教員で実施した。そ

の為，設問が馴染まない場合，「無回答」としている。ＩＷＢやタブレットＰＣ等の

利活用頻度は実証 3年目である事から事前アンケート・事後アンケートを比較すると

大きく変化は無かった。平成 25 年度は家庭への持ち帰り学習が開始されたことから

「授業外」での利活用は増えた。また，実証環境用に導入したネットワーク環境や協

働教育アプリケーションをはじめとするソフトウェア類に対しては個別的な障害事
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象はあったものの概ね肯定的に捉えていた。本校はＩＣＴ支援員が1名常駐しており，

授業支援や教員からの相談に対していつでも対応出来る環境である事から教員から

非常に信頼され，ＩＣＴ機器の利活用に当たり無くてはならない存在となっている。

このことからもＩＣＴ機器の利活用促進に際してＩＣＴ支援員は非常に重要である

事が伺える。 

 

Ⅰ．回答者について 

本校は校長・教頭・教科担任，非常勤講師等を含めて 18 名である。ＩＣＴ利活用

の有無に関わらずアンケート調査を実施したが，教員の属性は年齢 35 歳から 39 歳・

教員歴 11 年から 20 年が一番多かった。また，ＩＣＴ活用経験は 5年未満(1 年未満及

び 1年～5年)が 12 名と多かった。 

 

Ⅰ-1：年齢(平成 25 年 5 月 1 日現在で回答) 

   
回答数 

  全体   18 

1 25 歳未満   0 

2 25 歳～29 歳   1 

3 30 歳～34 歳   2 

4 35 歳～39 歳   5 

5 40 歳～44 歳   1 

6 45 歳～49 歳   4 

7 50 歳～54 歳   4 

8 55 歳以上   1 

 

Ⅰ-2：性別 

   
回答数 

  全体   18 

1 男性   7 

2 女性   11 

 

Ⅰ-3：教員歴 

   
回答数 

  全体   18 

1 1 年～10 年   5 

2 11 年～20 年   6 

3 21 年～30 年   4 

4 31 年以上   1 

5 無回答   2 
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Ⅰ-4：担当教科(中心的に担当している教科について回答) 

   
回答数 

  全体   16 

1 国語   1 

2 社会   1 

3 数学   2 

4 理科   2 

5 音楽   1 

6 美術   1 

7 保健体育   1 

8 技術・家庭   2 

9 外国語   2 

10 その他   5 

 

Ⅰ-5：クラス担任の有無 

  全体   16 

1 現在クラス担任である   4 

2 現在クラス担任でない   11 

3 無回答 3 

 

Ⅰ-6：学習指導で，コンピュータなどのＩＣＴを活用し始めて何年になりますか。 

  全体   18 

1 1 年未満   4 

2 1 年～5年   8 

3 6 年～10 年   1 

4 11 年～15 年   1 

5 16 年～20 年   0 

6 21 年以上   1 

7 無回答 3 

 

Ⅱ．電子黒板(ＩＷＢ)について 

電子黒板を利用している授業全体の 25％から 75％の範囲が最も多かった。利活用

の場面においては「教師が課題を提示する場面」・「生徒が学習の理解を深める場面」・

「生徒に発表させる場面」等で多く利用された。また，授業でＩＷＢの活用のしやす

さは高い評価を得たものの，文字を書くという操作に対してはやや低い評価となった。 

ＩＷＢの準備・セッティングや片付けは教室内に常に設置している為，教員への負担

感は少なかった。 

 



73 
 

Ⅱ-1：あなたが中心的に担当している教科で特別教室を利用する場合，そこには電子

黒板が設置されていますか。 

   
回答数 

  全体   18 

1 設置されている   5 

2 設置されていない   4 

3 特別教室がない教科である   3 

4 無回答 6 

 

Ⅱ-2：あなたが中心的に担当している教科の授業の中で，電子黒板を活用している授

業の割合はどの程度ですか。  

   
事前 事後 

  全体   18 16 

1 0％   0 0 

2 25％未満   3 2 

3 25％以上 50％未満   1 4 

4 50％以上 75％未満   3 3 

5 75％以上 100％未満   1 2 

6 100％   4 0 

7 無回答  6 0 

 

Ⅱ-3：あなたが中心的に担当している教科以外の授業の中で，電子黒板をどの程度活

用していますか。 

   
事前 事後 

  全体   18 16 

1 まったく使用しない   1 2 

2 月に 1回～3回程度   1 5 

3 週に 1回～3回程度   5 1 

4 ほぼ毎日   7 2 

5 無回答  4 0 

 

Ⅱ-4：電子黒板を，授業中のどのような場面で活用したことがありますか。 

(複数回答) 

   
事前 事後 

  全体   18 16 

1 教師が課題を提示する場面   9 8 

2 生徒が学習の理解を深める場面   7 8 
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3 教師が実験や観察，制作の手順を説明する場面  5 5 

4 生徒に発表させる場面   7 9 

5 教師が子どもの活動や作品などを提示する場面 4 7 

6 その他   0 1 

 

Ⅱ-5：電子黒板を，授業中のどのような協働教育(学習)の場面で活用したことがあり

ますか。(複数回答) 

   
事前 事後 

  全体    16 

1 相互に教えあう場面   4 8 

2 数名が一緒に学びあう場面   4 8 

3 数名で話し合う場面   2 6 

4 数名で協力したり助け合ったりする場面   4 6 

5 
一人が発表したことについて，クラス全体で考え

る場面 
8 8 

6 
同じ問題について，クラス全体で話し合う

場面 
  6 6 

7 ネットワークを使って遠隔地を結んで学ぶ場面  1 3 

8 その他   0 0 

 

Ⅱ-6：電子黒板は，授業の中で使いやすいと思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  8 6 

4 とてもそう思う  5 8 

5 無回答  4 0 

 

Ⅱ-7：電子黒板に文字を書き易いと思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 1 

2 あまり思わない  6 6 

3 少しそう思う  6 4 

4 とてもそう思う  1 1 

5 無回答  4 0 
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Ⅱ-8：電子黒板を授業で利用するための準備・セッティングは，負担ではないと思い

ますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 1 

2 あまり思わない  1 2 

3 少しそう思う  8 5 

4 とてもそう思う  4 6 

5 無回答  4 0 

 

Ⅱ-9：電子黒板のシステムを立ち上げるのは，負担ではないと思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 1 

2 あまり思わない  1 3 

3 少しそう思う  7 4 

4 とてもそう思う  5 6 

5 無回答  4 0 

 

Ⅱ-10：電子黒板を利用するための教材等の準備は，負担ではないと思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  3 2 

3 少しそう思う  10 9 

4 とてもそう思う  0 3 

5 無回答  4 0 

 

Ⅱ-11：授業終了後に電子黒板を片付けるのは，負担ではないと思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 2 

2 あまり思わない  2 3 

3 少しそう思う  6 4 

4 とてもそう思う  5 5 

5 無回答  4 0 
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Ⅲ．タブレットＰＣについて 

授業中のタブレットＰＣ利用は事前・事後共に「週単位」又は「月単位」での利用

が多かった。一方，授業外(教科外)での利用は事前が「まったく使用しない」に対し

て，事後は「月単位」での利用に変化した。また，授業中における活用場面では「教

師による提示」や「生徒が学習の理解を深める」や「生徒による発表」場面で多く利

用された。一方，教員から生徒用タブレットＰＣの操作性は，「文字を書きやすい」「授

業で利用するため」の準備」でやや否定的な回答があった。しかし，事前・事後を比

較すると否定的な回答に一定の改善があった事が認められる。これらは，タブレット

ＰＣを利用する授業の前にあらかじめ生徒に立ち上げを指示する等，教員の工夫や準

備手順が定着したことによると思われる。タブレットＰＣは，習熟度が増すとともに

評価が高くなっていおり，授業での有効性が高まっていることがうかがえる。 

 

Ⅲ-1：あなたが中心的に担当している教科の授業の中で，生徒用コンピュータを活用

している授業の割合はどの程度ですか。 

   
事前 事後 

  全体   18 16 

1 まったく使用しない   0 1 

2 月に 1回～3回程度   4 6 

3 週に 1回～3回   4 4 

4 ほぼ毎日   4 0 

5 無回答  8 0 

 

Ⅲ-2：あなたが中心的に担当している教科外の授業の中で，生徒用コンピュータをど

の程度活用していますか。 

   
事前 事後 

  全体   18 16 

1 まったく使用しない   6 2 

2 月に 1回～3回程度   6 7 

3 週に 1回～3回   0 0 

4 ほぼ毎日   0 1 

5 無回答  6 0 

 

Ⅲ-3：生徒用コンピュータを，授業中のどのような場面で活用させたことがあります

か。(複数回答) 

   
事前 事後 

  全体   18 16 

1 教師が課題を提示する場面   7 9 

2 子どもが学習の理解を深める場面   6 9 
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3 教師が実験や観察，制作の手順を説明する場面  4 4 

4 生徒に発表させる場面   6 10 

5 教師が生徒の活動や作品などを提示する場面  8 6 

6 その他   2 1 

 

Ⅲ-4：生徒用コンピュータを，授業中のどのような場面で活用させたことがあります

か。(複数回答) 

   
事前 事後 

  全体    16 

1 相互に教えあう場面   4 9 

2 数名が一緒に学びあう場面   6 9 

3 数名で話し合う場面   6 9 

4 数名で協力したり助け合ったりする場面   4 8 

5 
一人が発表したことについて，学級全体で考える

場面  
7 8 

6 同じ問題について，学級全体で話し合う場面 3 5 

7 ネットワークを使って遠隔地を結んで学ぶ場面 1 3 

8 その他   0 1 

 

Ⅲ-5：生徒用コンピュータは，生徒にとって授業の中で使いやすいと思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  8 9 

4 とてもそう思う  4 5 

5 無回答  5 0 

 

Ⅲ-6：生徒用コンピュータに文字を書き易いと思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  6 3 

3 少しそう思う  5 9 

4 とてもそう思う  1 2 

5 無回答  5 0 
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Ⅲ-7：生徒用コンピュータを授業で利用するための準備は，それほど負担ではないと

思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  3 1 

2 あまり思わない  0 3 

3 少しそう思う  8 7 

4 とてもそう思う  2 3 

5 無回答  5 0 

 

Ⅲ-8：生徒用コンピュータのシステムを立ち上げるのは，それほど負担ではないと思

いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  2 1 

2 あまり思わない  2 3 

3 少しそう思う  7 7 

4 とてもそう思う  2 3 

5 無回答  5 0 

 

Ⅲ-9：生徒用コンピュータを利用するための教材等の準備は，それほど負担ではない

と思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  2 1 

2 あまり思わない  1 3 

3 少しそう思う  9 6 

4 とてもそう思う  1 4 

5 無回答  5 0 

 

Ⅲ-10：普通教室以外の場所において，生徒用コンピュータを利用する際，負担にな

ることは発生しましたか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  2 1 

2 あまり思わない  6 4 

3 少しそう思う  3 5 



79 
 

4 とてもそう思う  1 3 

5 無回答  6 0 

 

Ⅲ-11：授業開始前に生徒がコンピュータを準備・セッティングするのは，それほど

負担ではないと思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  2 2 

2 あまり思わない  2 5 

3 少しそう思う  6 3 

4 とてもそう思う  2 3 

5 無回答  6 0 

 

Ⅲ-12：授業終了後に生徒用コンピュータを片付けるのは，それほど負担ではないと

思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  3 2 

2 あまり思わない  1 4 

3 少しそう思う  6 5 

4 とてもそう思う  2 3 

5 無回答  6 0 

 

Ⅳ．協働養育アプリケーションについて 

協働教育アプリケーションの利用頻度は事前アンケート時は「まったく使用しない」

が多かったが，事後アンケートにおいて「月単位」・「週単位」による利用へ変化した。

半数の教員が授業全体の 25％以上で協働教育アプリケーションを利用している。また，

協働教育アプリケーションの各機能(画面転送・画面巡回・操作権限の管理など)は全

ての機能において肯定的な回答となった。本校は校内サーバに閉じた協働教育アプリ

ケーションとＡＳＰ(アプリケーション・サービス・プロバイダー)が提供するものを

併用しているが共に好意的な回答であり，協働教育アプリケーションを授業で活用す

ることに対して有用であると教員は感じていることが伺える。 

 

Ⅳ-1：授業の中で，どの程度活用させていますか。 

   
事前 事後 

  全体   18 16 

1 まったく使用しない   6 2 

2 月に 1回～3回程度   5 5 
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3 週に 1回～3回   2 3 

4 ほぼ毎日   0 1 

5 無回答  5 0 

 

Ⅳ-2：あなたが担当している授業の全体と比較して，協働教育アプリケーションを活

用している授業の割合はどの程度ですか。 

   
事前 事後 

  全体   18 16 

1 0％   6 2 

2 25％未満   1 1 

3 25％以上 50％未満   2 3 

4 50％以上 75％未満   2 2 

5 75％以上 100％未満   2 3 

6 100％   0 0 

7 無回答  5 0 

 

Ⅳ-3：生徒の画面をグループ内の他の生徒に一斉に画面転送できることは有効だと思

いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  3 4 

4 とてもそう思う  8 9 

5 無回答  6 0 

 

Ⅳ-4：教員の画面を生徒に一斉に画面転送できることは有効だと思いますか。 

   
事後 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  2 2 

4 とてもそう思う  9 11 

5 無回答  6 0 
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Ⅳ-5：生徒の課題への取組みなどの進み具合を教員が画面で確認できることは有効だ

と思いますか。 

   
事後 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  2 2 

4 とてもそう思う  9 11 

5 無回答  6 0 

 

Ⅳ-6：授業中に生徒のコンピュータのキーボードやマウスを強制的に操作できないよ

うにできることは有効だと思いますか。 

   
事後 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  1 2 

4 とてもそう思う  10 11 

5 無回答  6 0 

 

Ⅳ-7：授業の実施形態にあわせて生徒のグループ分けができることは有効だと思いま

すか。 

   
事後 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  2 2 

4 とてもそう思う  9 11 

5 無回答  6 0 

 

Ⅳ-8：授業に関するメモを残せることは有効だと思いますか。 

   
事後 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  2 3 

4 とてもそう思う  9 10 
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5 無回答  6 0 

 

Ⅳ-9：授業中に問題への回答や，問題に対する感想を生徒から収集できることは有効

だと思いますか。 

   
事後 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 1 

3 少しそう思う  2 2 

4 とてもそう思う  9 10 

5 無回答  6 0 

 

Ⅳ-10：協働教育アプリケーションの授業での活用は有効だと思いますか。 

   
事後 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  3 2 

4 とてもそう思う  8 11 

5 無回答  6 0 

 

Ⅴ．電子黒板や生徒用コンピュータの活用効果について 

ＩＷＢやタブレットＰＣ等のＩＣＴ機器は生徒の意欲・理解・表現や技術・思考の

深化を高める為に有用であると全ての教員が事後アンケート実施時に回答した。利活

用場面では「導入」・「展開」・「終末」のそれぞれで効果的な利用がされている。また，

単元計画におけるＩＣＴ機器の利活用場面も同様に「導入」・「展開」・「まとめ」の各

部分で効果的な活用がされていることが分かる。 

 

Ⅴ-1：生徒の意欲を高めることに効果的だと思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  4 2 

4 とてもそう思う  10 14 

5 無回答  3 0 
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Ⅴ-2：生徒の理解を高めることに効果的だと思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  7 5 

4 とてもそう思う  7 11 

5 無回答  3 0 

 

Ⅴ-3：生徒の表現や技能を高めることに効果的だと思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  6 6 

4 とてもそう思う  8 10 

5 無回答  3 0 

 

Ⅴ-4：生徒の思考を深めたり広げたりすることに効果的だと思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  7 5 

4 とてもそう思う  7 11 

5 無回答  3 0 

 

Ⅴ-5：1 時間の授業の中で，どんな場面で活用すると，効果的だと思いますか。 

(複数回答) 

   
事前 事後 

  全体   18 16 

1 授業の導入場面   12 14 

2 授業の展開場面   11 13 

3 授業の終末場面   8 8 
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Ⅴ-6：単元の中で，どんな場面で活用すると，効果的だと思いますか。(複数回答) 

   
事前 事後 

  全体   18 16 

1 単元の導入部分   9 14 

2 単元の展開部分   11 12 

3 単元のまとめ部分   10 11 

 

Ⅵ．授業でのＩＣＴ活用へ向けた支援 

本校はＩＣＴ支援員を常駐で 1名配備しているが，スキル・支援体制・研修の全て

において教員から高い評価を得た。また，ＩＣＴ機器を利活用するに当たり，ＩＣＴ

支援員による支援や事前の研修は必要であり，有効的に行われたことがわかる。 

 

Ⅵ-1：ＩＣＴ支援員のスキルは十分でしたか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  0 1 

4 とてもそう思う  14 14 

5 無回答  3 0 

 

Ⅵ-2：ＩＣＴ支援員のあなたへの支援は十分でしたか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  0 0 

4 とてもそう思う  14 15 

5 無回答  3 0 

 

Ⅵ-3：教師への研修は役に立つものでしたか。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 まったく思わない  1 0 

2 あまり思わない  0 0 

3 少しそう思う  1 2 

4 とてもそう思う  12 13 
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5 無回答  4 0 

 

Ⅶ．ＩＣＴ環境の構築，運用について 

ＩＷＢは前述の通り教室内に常時設置している為，授業の実施にあたり邪魔と感じることは

無かった。一方，充電保管庫は教室の大きさを鑑み，各教室と同一フロアにある空き教室に設置

している為，授業で使用する度に出し入れを必要とすることからやや問題と感じている教員が多

かった。また，導入した無線ＬＡＮ環境やアプリケーション類については概ね肯定的な回答とな

っている。 

 

Ⅶ-1：教室への電子黒板の設置は，授業の実施などで邪魔になることはありましたか。 

   
事前 事後 

  全体  - 16 

1 まったく思わない  - 6 

2 あまり思わない  - 4 

3 少しそう思う  - 3 

4 とてもそう思う  - 0 

 

Ⅶ-2：充電保管庫を設置することで，問題は発生しましたか。 

   
事前 事後 

  全体  - 16 

1 まったく思わない  - 4 

2 あまり思わない  - 5 

3 少しそう思う  - 3 

4 とてもそう思う  - 1 

 

Ⅶ-3：授業での無線 LAN ネットワークの利用で問題は発生しましたか。 

   
事前 事後 

  全体  - 16 

1 まったく思わない  - 3 

2 あまり思わない  - 6 

3 少しそう思う  - 4 

4 とてもそう思う  - 0 

 

Ⅶ-4：協働教育アプリケーションの利用時に障害は発生しましたか。 

   
事前 事後 

  全体  - 16 

1 まったく思わない  - 2 
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2 あまり思わない  - 9 

3 少しそう思う  - 2 

4 とてもそう思う  - 0 

 

Ⅶ-5：ＩＣＴ環境で発生した障害への対応は，それほど負担ではないと思いますか。 

   
事前 事後 

  全体  - 16 

1 まったく思わない  - 1 

2 あまり思わない  - 8 

3 少しそう思う  - 4 

4 とてもそう思う  - 0 

 

Ⅷ．教員のＩＣＴ活用指導力について 

事前アンケート調査結果と事後アンケート調査結果を比較すると，全ての設問で肯

定的な回答が多くなった。特に「生徒に対して課題意識を持たせる」・「生徒の思考・

理解を深める」・「生徒の知識定着を図る」等の効果を期待した利活用方法での指導力

が向上したと考えられる。これらは，教員がＩＣＴ環境やＩＣＴ機器に対する習熟が

進んだ事と同時にＩＣＴ支援員による授業での利活用に際して支援を実施したり授

業提案をしたりする等の効果が現れた結果と考えている。また，ＩＣＴ機器を使用す

ることによる危険性やリスクを事前に把握し，利活用時に適切な指導が行われている

事もアンケート結果から伺えた。 

 

Ⅷ-A1：教育効果をあげるには，どの場面にどのようにしてコンピュータやインター

ネットなどを利用すればよいかを計画する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  1 0 

2 あまりできない  4 4 

3 ややできる  3 9 

4 わりにできる  3 1 

5 無回答  7 0 

 

Ⅷ-A2：授業で使う教材や資料などを集めるために，インターネットや CD-ROM を活用

する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  1 0 

2 あまりできない  1 1 
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3 ややできる  5 9 

4 わりにできる  4 4 

5 無回答  7 0 

 

Ⅷ-A3：授業に必要なプリントや提示資料を作成するために，ワープロソフトやプレ

ゼンテーションソフトなどを活用する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  1 0 

2 あまりできない  1 2 

3 ややできる  7 8 

4 わりにできる  3 4 

5 無回答  6 0 

 

Ⅷ-A4：評価を充実させるために，コンピュータやデジタルカメラなどを活用して生

徒の作品・学習状況・成績などを管理し集計する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  1 0 

2 あまりできない  3 3 

3 ややできる  5 8 

4 わりにできる  2 4 

5 無回答  7 0 

 

Ⅷ-B1：学習に対する生徒の興味・関心を高めるためにコンピュータや提示装置など

を活用して資料などを効果的に提示する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  1 0 

2 あまりできない  3 3 

3 ややできる  4 9 

4 わりにできる  3 2 

5 無回答  7 0 
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Ⅷ-B2：生徒一人一人に課題意識をもたせるために，コンピュータや提示装置などを

活用して資料などを効果的に提示する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  1 0 

2 あまりできない  3 3 

3 ややできる  5 9 

4 わりにできる  2 2 

5 無回答  7 0 

 

Ⅷ-B3：わかりやすく説明したり，生徒の思考や理解を深めたりするために，コンピ

ュータや提示装置などを活用して資料などを効果的に提示する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  1 0 

2 あまりできない  4 3 

3 ややできる  4 9 

4 わりにできる  3 2 

5 無回答  6 0 

 

Ⅷ-B4：学習内容をまとめる際に生徒の知識の定着を図るために，コンピュータや提

示装置などを活用して資料などを効果的に提示する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  1 0 

2 あまりできない  5 4 

3 ややできる  3 8 

4 わりにできる  2 2 

5 無回答  7 0 

 

Ⅷ-C1：生徒がコンピュータやインターネットなどを活用して，情報を収集したり選

択したりできるように指導する。  

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  0 0 

2 あまりできない  3 3 

3 ややできる  8 9 
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4 わりにできる  1 2 

5 無回答  6 0 

 

Ⅷ-C2：生徒が自分の考えをワープロソフトで文章にまとめたり，調べた結果を表計

算ソフトで表やグラフなどにまとめたりすることを指導する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  1 0 

2 あまりできない  4 4 

3 ややできる  5 8 

4 わりにできる  1 2 

5 無回答  7 0 

 

Ⅷ-C3：生徒がコンピュータやプレゼンテーションソフトなどを活用して，わかりや

すく説明したり効果的に表現したりできるように指導する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  0 1 

2 あまりできない  5 3 

3 ややできる  6 8 

4 わりにできる  1 2 

5 無回答  6 0 

 

Ⅷ-C4：生徒が学習用ソフトやインターネットなどを活用して，繰り返し学習したり

練習したりして，知識の定着や技能の習熟を図れるように指導する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  2 1 

2 あまりできない  3 3 

3 ややできる  6 9 

4 わりにできる  0 2 

5 無回答  7 0 

 

Ⅷ-D1：生徒が情報社会への参画にあたって責任ある態度と義務を果たし，情報に関

する自分や他者の権利を理解し尊重できるように指導する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 
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1 ほとんどできない  2 0 

2 あまりできない  1 2 

3 ややできる  9 11 

4 わりにできる  0 2 

5 無回答  6 0 

 

Ⅷ-D2：生徒が情報の保護や取り扱いに関する基本的なルールや法律の内容を理解し，

反社会的な行為や違法な行為などに対して適切に判断し行動できるように指導する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  2 0 

2 あまりできない  1 2 

3 ややできる  6 10 

4 わりにできる  2 3 

5 無回答  7 0 

 

Ⅷ-D3：生徒がインターネットなどを利用する際に，情報の信頼性やネット犯罪の危

険性などを理解し，情報を正しく安全に活用できるように指導する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  2 0 

2 あまりできない  0 4 

3 ややできる  7 8 

4 わりにできる  2 3 

5 無回答  7 0 

 

Ⅷ-D4：生徒が情報セキュリティに関する基本的な知識を身に付け，コンピュータや

インターネットを安全に使えるように指導する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  2 0 

2 あまりできない  1 3 

3 ややできる  7 9 

4 わりにできる  1 3 

5 無回答  7 0 
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Ⅷ-E1：校務分掌や学級経営に必要な情報をインターネットなどで集めて，ワープロ

ソフトや表計算ソフトなどを活用して文書や資料などを作成する。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  2 1 

2 あまりできない  3 3 

3 ややできる  4 7 

4 わりにできる  3 5 

5 無回答  6 0 

 

Ⅷ-E2：教員間，保護者・地域の連携協力を密にするため，インターネットや校内ネ

ットワークなどを活用して，必要な情報の交換・共有化を図る。 

   
事前 事後 

  全体  18 16 

1 ほとんどできない  2 1 

2 あまりできない  2 2 

3 ややできる  5 8 

4 わりにできる  3 5 

5 無回答  6 0 

5.2 ＩＷＢ・タブレットＰＣの活用に関する評価 

ＩＷＢとタブレットＰＣの活用状況を調査するために，教員の協力のもと，教員が

インタラクティブ・ホワイト・ボードとタブレットＰＣを活用した授業を実施した際，

「インタラクティブ・ホワイト・ボードとタブレットＰＣの活用に関する記録」用紙

に活用の記録を残し，その記録から「活用機器」「教科」「活用の主体(活用者)」「活

用の目的」「協働教育との関わり」について評価する。 

 

5.2.1 インタラクティブ・ホワイト・ボード，タブレットＰＣの活用に関する記録 

(1)調査の方法 

本調査は，本校全学級を対象として，教員に「インタラクティブ・ホワイト・ボー

ドとタブレットＰＣの活用に関する記録」用紙を配布して実施する。 
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図 5-1 記録用紙 

 

 

(2)調査の目的 

本調査の目的は，各学年や各教科においてＩＷＢやタブレットＰＣがどのように活

用されているかを調査し，学習活動におけるＩＷＢとタブレットＰＣの有効性を評価

する。 

 

(3)集計方法 

 下記項目を集計の上，グラフで示し考察する。 

・使用機器：活用した機器を「円グラフ：％」で示す。 

「ＩＷＢ」と「タブレットＰＣ」をそれぞれ単独で使用した場合と併用した場合の割 

合を比較する。 

・教科：活用した教科を「棒グラフ：件数」で示す。 

全ての科目(14 科目)について調査し比較する。 

・活用の主体：活用の主体(活用者)を「棒グラフ：件数」で示す。 

教員又は生徒もしくは両方がＩＣＴ利用の主体となっているか調査し比較する。 

・活用の目的：活用の目的を「棒グラフ：件数」で示す。 

活用の目的に示されている 13 項目を分類(3)活用の主体とクロスのうえ，分析する 

 

(4)集計結果 

集計期間は平成 25 年 4 月より 12 月末までの記録を対象として，835 の利用記録が

あった。(3)記載の項目毎による集計結果は以下の通りである。 
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①使用機器 

 

 

②活用した教科 

 

 

 

 

 

電子黒板

43.4%

タブレットPC

11.3%

電子黒板と

タブレットPC

41.2%

無回答

4.2%

n=835

8.6

21.9

13.8

8.7

1.8

0.0

2.4

1.6

3.5

2.3

26.9

1.0

3.6

1.4

2.5

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

国語

社会

数学

理科

音楽

美術

保健体育（体育）

保健体育（保健）

技術家庭（技術分野）

技術家庭（家庭分野）

外国語

道徳

総合的な学習の時間

特別活動

無回答

n=835
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③活用の主体 

 

 

④活用の目的 

 

5.3 ＩＣＴ支援員の活動記録による評価 

ＩＣＴ支援員が作成する主な活動記録には，日報と授業実践メモがある。その 2つ

の活動記録を集計し,取組み状況を評価した。 

 

 

 

89.9

54.1

0.0

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教師

生徒

その他

無回答

n=835

44.9

27.8

58.2

16.0

15.9

17.2

18.1

1.7

2.3

2.0

7.9

15.0

13.4

5.9

0% 20% 40% 60% 80%

課題の提示

動機付け

教員の説明

生徒の説明

繰り返しによる定着

モデルの提示

生徒同士の教え合い

失敗例の提示

体験の想起

体験の代行

比較

振り返り

その他

無回答

n=835
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5.3.1 ＩＣＴ支援員の日報による評価 

ＩＣＴ支援員の活動について，平成 24 年度のＩＣＴ支援員の日報を基に図 5-1 に

より分類した。業務内容の概要をまとめると「授業支援」や「不具合対応」を行うと

ともに,「研修会の実施」,「授業実践メモによる授業支援の記録・報告」,「授業風

景の撮影」等が主であった。ＩＣＴ支援員の日報において，業務内容を「図 5-1 ＩＣ

Ｔ支援員活動分類」にまとめ，ＩＣＴ支援員が実施したサポート内容を集計，分析す

ると共に，今後の宮古島市内におけるＩＣＴ教育の普及・定着に向けて，その活動を

分析した。 

 

図 5-1 ＩＣＴ支援員活動分類表 

 

【集計結果】 

 日報を次のように分類した。(参照：図 5-1 ＩＣＴ支援員活動分類表) 

・授業サポート 

授業に入り教員や生徒の支援を行う。授業時間中に巡回し，支援の必要な教員や生徒

の授業を支援する。 

・授業準備 

教材作成，授業打合せ，研修，教員への個別指導を含む 

・ＩＣＴ機器のトラブル 

ＩＣＴ支援員が解決したもの又はＩＣＴ支援員から運用保守業者への依頼したもの 
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・環境整備 

年度更新や日々のＩＣＴ活用授業を円滑にするための整備・管理したもの 

・学校支援 

学校行事への参加や情報発信のためのデータ作成管理等 

・報告作成等 

日報や報告類の作成や雑務等 

平成 24 年度と若干の分類に差はあるが，平成 25 年度は，授業や教員に関わるサポ

ートが 600 件を超えている。平成 24 年度は，1時間単位で授業をサポートするケース

が多かったが，教員のＩＣＴ活用力がついてきたことに伴い，授業巡回を行う中で必

要に応じてサポートする形が増えてきたことが伺える。さらには，転入した教員が増

えたことに伴い,年度初めに教員の研修や個別指導を充実したことで,転任の教員が

授業を積極的に取り組むことにつながり，授業実践メモでも理科や保健体育科の授業

での新たなチャレンジなどにその結果を見取ることができた。ＩＣＴ支援員の業務は,

多義に渡るとともに,いくつかの業務を連携させながら活動していることが伺えた。

集計結果と共に，個々に日報を追ってみると,例えば,授業に入り授業サポートを行う

中でトラブルが発生しその対処を余儀なくされたり，授業打合せ時に他の授業の支援

を求められたりしている様子が多く見受けられた。さらには，学校行事の支援のため

土日曜日の勤務も発生していた。 

 また，環境整備とトラブルの割合が平成 24 年度に比較して同じ程度であった。こ

れまでの授業中のトラブルを踏まえて，事前の環境整備をするなど授業でのトラブル

を回避する工夫を時間が見つけながら行っている様子が伺えた。ＩＣＴ支援員の月別

の活動においては，平成 24 年度とほぼ同様であった。4月の年度更新処理や夏休みや

冬休みなどに環境整備と管理など時間がかかる作業にあてられた。特徴的な内容とし

ては，月に関わりなく授業準備の時間が一定量あることである。教員のＩＣＴを活用

した新たな授業構想が生まれるとＩＣＴ支援員に相談し提案や既存教材チェックや

教材作成など授業作りを教員と共に行うことが日常化してきたことによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＩＣＴ支援員日報(例) 



97 
 

 

 

平成 25 年度 ＩＣＴ支援員サポート業務分類 

 

             

 

 

参考：平成 24 年度 

授業サポート

383件
23%

授業準備

238件
15%トラブル

265件
17%

環境構築

198件
12%

学校支援

168件
11%

報告書作成等

340件
22%

ICT支援員サポート業務

(2013年4月～2014年1月)
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平成 25 年度ＩＣＴ支援サポート業務内訳(月次) 

 

 

 

 

 

 

 

参考：平成 24 年度 

42

38

43

53

38

4

32

49

44

20

20

11

20

22

20

19

18

49

38

21

39

30

12

15

10

22

41

14

60

22

15

3

15

10

4

20

41

6

7

77

13

20

20

21

18

6

14

4

20

32

30

39

42

36

34

36

36

36

25

26

ＩＣＴ支援員サポート業務内訳(月別内訳)

授業サポート 授業準備 トラブル 環境整備 学校支援 報告書作成等

4 月 

5 月 

6 月 

7 月 

8 月 

9 月 

10 月 

11 月 

12 月 

1 月 
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5.3.2 協働教育(学習)授業実践メモによる評価 

授業実践メモの作成にあたり，平成 25 年度は，ＩＣＴ支援員の目から見て，新た

なＩＣＴ活用のチャレンジが行われていると考えられる授業を中心に，好事例として

授業実践メモに取り上げた。授業におけるＩＣＴ機器やアプリケーションの利活用・

協働教育実施の様子がわかる。 

 

①教員の授業後の評価に活用 

課題を動画にとり，実際の手順ができているかをチェックし，評価に利用する試み

を行った。 

 

②教材のデジタル化による教材のストック(技術科) 

 

③交流授業による授業の広がり 

・他校と直接意見を交換することで，生徒のコミュニケーション力・言語力がアッ

プした。 

・自校だけではできなかった学習の広がりとバリエーションが増えた。 

・テレビ会議システム(1 台～数台接続)と協働学習アプリケーションを利用するこ

とで，授業が深化した。(クループ学習・他校との協働学習等) 

・課題としては，交流学習をグループごとに行うとすると，ＩＣＴ支援員の支援は

必須で，授業者 1 名では授業に集中できなくなる可能性があった。 
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④全教科での取り組み 

主たる研究教科を理数系においたので，事例としては，理数系が多く実践メモに起

こされているが，英語科や社会科，技術科など全教科に渡り授業実践の工夫がなされ

た。 

 

授業実践メモ 
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5.3.3 ＩＣＴ支援員からの聞き取り調査 

(1)教員のＩＣＴ機器利活用と意識の変化について 

①成果 

 

ア．1学期(4 月～7月) 

・転任された教員の方々に対して個別研修及び授業時の操作支援を中心に行った。 

・平成 24 年度からの教員は実践経験により，各教科でＩＣＴ機器の特性を把握して

日常的にＩＣＴ機器の利活用が頻繁に行われるようになった。ＩＣＴ機器を学習ツ

ールとして使いこなすことが当たり前になったと思われる。 

・交流学習に積極的に取り組んだことで，生徒が積極的に発言するようになった。

コミュニケーション能力の向上につながった。 

・1対 1 から多対多の交流学習を行うことで，テレビ会議システムのソフトウェアの

使い分けやコラボレーション学習が定着した。(テレビ会議システム：会話 交流ノ

ート：協働学習 ジャーナル：メモ) 

・多くの教員が，積極的にＩＣＴ機器を授業に導入し，生徒の学びに「どう生かせる 

か」「どのような変化を与えるのか」といったことを第一に考えていた。 

・社会科と理科において学習者用デジタル教科書が利用できるようになり，授業の幅

が広がった。 

 

イ．2 学期(9 月～12 月) 

・公開授業の指導案検討や授業準備において，研究テーマに対するＩＣＴ機器利活用 

方法の相談や打合せが頻繁に行われた。 

・学校視察などで公開授業が複数回あったが，日常から授業においてＩＣＴ機器の利 

活用が行われているため，スムーズな公開授業が行われた。 

・10 月の公開授業では，4教科でＩＣＴ機器を利活用した実践授業が公開された。 

英語科の授業では多対多のテレビ会議により，6カ国と当校の 6グループをつなぎ 

交流を行った。 

・ＩＣＴ機器を利活用していく中で，「既存ソフトや学習者用デジタル教科書が学習

に効果的な場面（生かせる面・生かせない面)」を検討し，教員間で利活用の仕方を

確認することができた。 

・2年生の職場体験に併せて，教員は，新たに導入された持ち帰り学習の利活用の提 

案や実践に積極的に取り組んでいた。 

・Ｗｅｂノートを活用しグループ毎の「1日の職場体験日誌」では，動画の貼り付け

るなど，生徒の職場での活動の様子をクラスや学校で分かり易く共有することがで

き，教員間で活動内容の共通理解ができた。また，授業では交流ノートを活用するこ

とで，個人からクラスの取り組みとなり，考え方を共有するなど協働学習をスムーズ

に行うことができた。 
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・各教科でのＩＣＴ機器の利活用に対する教員間のスキルの差や利用頻度の差が減少

し，ほぼ全教員がＩＣＴ機器を使いこなすことができるようになった。 

 

ウ．3学期(1 月～3月) 

・持ち帰り学習として反転学習を取り入れたり，Ｗｅｂ教材のドリル学習で単元の復 

習や調べ学習で授業の課題準備に取り組ませたりとＩＣＴの利便性を活かし，授業の 

幅が広がった。ＩＣＴ支援員からのＩＣＴ利活用の提案などを含め，授業実践を積極 

的に取り組んでいた。 

・災害発生時の緊急対応として，2月に生徒会の取り組みとして「災害時におけるＩ 

ＣＴ機器の利活用」を実施した。 

 

②課題 

・転入教員に対する個別研修や授業支援，授業巡回の重点化 

・支援員不在時の授業時に起きた不具合機器の対応 

・各学期始めのＩＣＴ機器研修の導入(教員，自主参加) 

 

③平成 24 年度との比較 

・ＩＣＴ機器の利用頻度は平成 24 年度以上に増えてきた。 

・教科ごとにＩＣＴを活用する場面の違いが明確になり，ＩＣＴの活用が授業の流れ

の中で定着してきた。これは，ＩＣＴ機器の利活用スキルが高くなり，授業における

ＩＣＴ機器の利活用場面を適切に定めて利用できるようになったのではないかと考

えられる。 

・授業中のＩＣＴ機器トラブルに対する臨機応変な対応が非常にスムーズになった。 

ＩＣＴ機器のトラブルは，簡単なものから原因が不明なものまで様々であり，50 分 

と限られた授業時間の中では授業進行の妨げになりかねない。トラブルが起きた場合 

には，教員自らが対応できる範囲で対応し，改善されなければ別の授業方法を取るな 

ど自立型の解決が増えてきた。また，ＩＣＴ支援員への急な支援依頼や授業後にトラ 

ブルの報告がきて原因等の検証を行う場合もあった。 

・平成 24 年度に既設ソフトやシステムの利活用を積極的に実践したこともあり，平

成 25 年度からはさらに新たなソフト等の利用が増えた。そのため，新規のソフト導

入相談や既設ソフトとの併用などの打合せの回数が増えた。 

 

(2)生徒のＩＣＴ機器利活用と意識の変化について 

①成果 

ア．1学期(4 月～7月) 

・平成 24 年度の課題を踏まえて，1 年生に対してタブレットＰＣや校内ネットワー

ク，各種ソフトの使い方などを授業を通して学習する時間を設けた。技術科において

ＩＣＴ機器について「情報に関する技術・コンピュータの情報通信」の単元で学習し
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た。これにより，ネットワークの仕組みや機器の取り扱い方や既存ソフトの操作の仕

方等，当校のＩＣＴ環境を理解することができた。 

・学習者用デジタル教科書を活用することで，授業課題をイメージしやすく，取り

組みやすくなった。 

イ．2学期(9 月～12 月) 

・音楽科において夏休みの課題として，グループでＩＣＴ機器を活用しＣＭ作成に取

り組んだ。ＩＣＴ機器の技術力・表現力・創造力の向上につながった。 

・体育祭に向けてＷｅｂカメラを活用してダンスやラジオ体操・棒踊りなどを録画

し動きや体系の確認を行った。ダンスでは場面の参考資料として動画サイトを視聴し

ていた。 

・各教科で協働学習ソフトを活用した。協働学習ソフトを活用することで，他者の

考えと自分の考えを比較し，よりよい考えを見いだすことができた。また，自分の考

えを書き出し発表することで「まとめる力」や「発表能力」の向上に繋がった。 

・技術科の授業で既存ソフト(ネットワークでメールの送受信を利用することができ

る)を活用し「情報モラル実践教材」の単元に重ねて，仮想体験で情報モラルの確認

をしながら授業の感想を教員宛に送信させた。 

・各教科において，インターネットで調べた課題資料を基にプレゼンテーションを

行う授業が増えた。発表を行うことで表現力や言語力の向上に繋がった。また，プレ

ゼンテーション資料作成時，イラストの貼り付けや字体や文字の大きさやアニメーシ

ョン効果の機能を活用することでＩＣＴ活用技術の向上にも繋がった。 

・3年生の国語科の授業で台湾交流校の漢口中学校の交流生と交流授業を行った。協

働学習ソフトを活用しグループで課題に取り組んだ。グループでひとつのシートを共

有することで学び合いの場面が多くみられた。また，夏休み中の台湾交流では，Ｗｅ

ｂテレビ会議システムを繋いで，台湾の歓迎式典やお別れ会の様子を当校から参観し

た。 

・生徒会活動で「福島県檜枝岐村立檜枝岐小・中学校との生徒会交流」を行った。 

生徒会が中心となり福島県の檜枝岐小・中学校とＷｅｂテレビ会議システムを活用し

交流学習を行った。互いの地域の違いに感心する場面も見られ，これからの学校行事

への取り組みへの関心意欲に繋がった。また，「上越教育大付属中との交流など」も

行うなど，交流学習の回を重ねることでコミュニケーション力のレベルアップに繋が

った。 

・3年生の理科「交流授業(尚英中学校)：南中高度」の授業では，「6月(夏至)と 9 

月の太陽の動きと南中高度について，互いの調査結果を発表する」を課題に交流を行 

いった。互いの南中高度の計測結果を比べ地域の違いを知ることができた。 

・2年生の職場体験学習で生徒タブレットＰＣの持ち帰りを実施した。交流ノートを

活用し 1日の活動や感想をグループごとのワークシートに書き込んだ。交流ノートに

は写真や動画や音声を添付し，生徒間で分かり易く情報の共有をすることができた。 

・2年生の社会科(地理)で近畿地方(三重県松阪市立三雲中学校)と交流学習を行った。
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両校をそれぞれ 6グループ(4～5 名)に分けて，互いの地域の特色を学ぶ協働学習に 

取り組んだ。 

・3年生の「プログラムと計測・制御」情報に関する技術科の授業では，プログラミ

ングキットを組み立てＬＥＤライト点灯のプログラミングを行った。プログラムの仕

組みをグループで学び合いながら取り組むことができた。 

・持ち帰り学習の課題として学習者用デジタル教科書の実験動画を観てワークシー

トや電子メモに実験手順やそのポイントを書き出した。反転学習など事前学習で，実

験にスムーズに取り組むことができた。また，実験に時間をかけることができ，生徒

間で学び合いながら実験結果を振り返ることができた。また，シミュレーション動画

で実験の結果を確認することができた。 

 

②課題 

・タブレットＰＣの充電不具合及び充電機能低下や，充電保管庫を起因とする充電不

具合に伴い，授業時にＡＣアダプタで充電する場面が多くなった。対応として，予備

機の電池パックの貸し出しや持ち帰り用として購入したＡＣアダプタで対応した。 

・3年生のタブレットＰＣでログオン・ログオフが遅くなり授業へ影響する場面が多

くみられたため，必要のない動画や写真を削除させデータの整理を行った。 

・故意にではないがタブレットＰＣのハード的な破損が増えてきた。(キーボードキ

ーがとれた。生徒がぶつかり画面が点かなくなった。) 

 

③平成 24 年度との比較 

・1 年生のタブレットＰＣの利用は，平成 24 年度の当初に比べるとタブレットＰＣ

への慣れが早いように思われた。その要因は，技術科での「情報教育」や先輩のタブ

レットＰＣの利用場面を見ていたことなどが考えられる。スキルアップした教員の指

導力にも後押しされ，生徒の活用レベルが上がったと考えられる。 

・2 年生及び 3 年生のタブレットＰＣの利用の仕方は，平成 24 年度に比べて学校生

活で自発的に様々な利用を行っていた。 

・生徒間でデータの共有のため，校内の共有フォルダを利用した。3年生は，共有フ

ォルダでデータやファイルの共有を行いながら卒業文集を用途に応じたソフトを活

用し作成していた。 

・学校行事や課題発表では，様々なＩＣＴ機器を活用して自由に表現する場面が多く

見られたことから，ＩＣＴを用いて学習してきたことにより，プレゼンテーション能

力は格段に上がったと考えられる。 

 

(3)授業におけるＩＣＴ機器利活用の変化(教科及び教科外から見た変化) 

・平成24年度で作成した自作教材を平成25年度も活用した授業を行うことができた。

社会科と理科では学習者用デジタル教科書が 4月にインストールされ，これまでサイ

トや自作教材を活用していた場面でデジタル教科書のコンテンツを活用する場面が
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増えた。教材準備の短縮化になった。 

・平成 24 年度から引き続き共有フォルダを活用し，英語科と国語科でリーディング 

や朗読の音声ファイルを保存し活用している。 

 

(4)ＩＣＴ支援員の意識の変化 

①支援内容の変化(機器のトラブル/授業への関わり) 

ア．機器トラブル 

・機器のトラブルの頻度や事象を確認するため機器管理台帳を作成した。 

・修理機はサポートセンターへ問い合わせ，修理受付ナンバー取得し運用保守業者と

確認し発送した。修理受付ナンバーを取得するのにかなりの時間がかかるため，タイ

ミングをみて対応するようにした。 

・タブレットＰＣの使用に際して支障がない破損(キーボードのデーがとれた，画面 

の端にヒビが入っている)等については，修繕費として支払いができる 3月末まで修 

理機として発送した。 

・システムが正常に起動しなかったため，ネットワークにつながらない，顔認証画面 

が表示されない，ペンがつかえない，タッチができない等の事象が起こった。授業中 

に解決できる機器に対しては，授業時に対応し，対応できない機器は予備機を使って 

もらい，授業後に切り分けし対応した。併せてトラブルマニュアルを作成した。 

 

イ．授業へのかかわり 

・平成 25 年度当初は，転任してこられた教員を中心に個別研修などを行った。 

その他の教員に関しても操作手順の説明などで授業支援を行った。平成 24 年度とは

異なって年度当初より，事前の打合せや相談を行う機会が多くなった。加えて，授業

時でも教員側で臨機応変な対応が行えるようになり，授業支援の頻度は減少した。主

に授業巡回，トラブル対応，生徒への操作補助などが授業の関わりとなった。 

 

②支援意識の変化 

ア．利用促進 

・平成 25 年度 3学期より，生徒タブレットＰＣの持ち帰りを実施した。家庭での機 

器活用がストレスなくスムーズに利用できるよう，運用保守業者や教員と持ち帰りの 

環境を確認しながら実施を行った。また，既存ソフトの活用が必要な場面では，関連 

業者への協力をお願いし学校と家庭とで同じ教材(ソフト)が活用できるようにした。 

他のシステムとの関連性でソフトのバージョンアップや改良提案などＩＣＴ機器の

利便性を考えながら教育用ソフトやアプリケーションの提案を行った。これらの背景

には，平成 24 年度に教員が積極的にＩＣＴ機器やソフト等を利用したことが大きい

と考えられる。教員は，既存のソフトでできる内容をある程度把握できており，既存

のソフトではできないこと，既存のソフトと組み合わせて使用したい内容，新たに工

夫した授業で利用したいソフト等の新しい可能性に挑戦していた。 
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イ．公開授業 

・日常生活時の公開授業や学校視察等では，通常の授業と同様の内容を行ったため， 

平成 25 年度の公開授業では，ＩＣＴ支援員からの授業支援はそれほど多くなかった。 

これは，平成 25 年度に入ってから教員のＩＣＴ機器の利活用の能力が高まり，日常 

的にＩＣＴ機器を利用していた為であると思われる。ＩＣＴ支援員の公開授業時の動 

きとして，機器操作に不安な教員のクラスを中心に入るようにした。トラブルがあれ 

ば，各クラスのＩＣＴ支援員補助者と連携を取り対応し，大きなトラブルなく授業を 

進めることができた。 

・これまでの授業時のトラブルの経験を踏まえ，予備機やＡＣアダプタ・延長コード

を事前に準備し各クラスに配布した。 

・新規ソフトを活用することにより，交流授業での会話を音声ファイルに録音し次時

に活用する等，新たな授業に取り組むことができた。研究テーマ(ＩＣＴの効果的活

用を通して「言語活動の充実を図る授業の工夫」)に沿って教科独自の発表の場面を

つくり，ＩＣＴを生かした授業に取り組むことができた。 

・教員の望む授業をＩＣＴ機器の利用方法を生かし支援ができるように教員のスキル

や授業内容を把握し，これまで行ってきた授業事例を提示したり，授業打合せの実施，

事前授業の観察，使用ソフトの個別研修等，事前支援の段階から個々の教員へ支援を

行った。 

 

ウ．生徒へのかかわり 

・ＩＣＴ機器の取り扱いのみならず，生徒の行動や態度など学校での生徒指導をＩＣ 

Ｔ支援員の立場から行い，教員に生徒指導内容を必ず伝えるなど教員の支援も行うよ 

うになった。 

・生徒タブレットＰＣが不具合になった場合，迅速な対応が可能なようにＩＣＴ支援

員の机は職員室の入り口近くに配置していた。また，授業支援に入っている場合は，

その教室へ支援依頼にくるなど迅速な対応が求められた。 

 

③サポート対応/工夫 

・教員のＩＣＴ機器に関わるスキルや授業での利用方法などを踏まえて，ＩＣＴ支援

を行った。また，ＩＣＴ機器を利用した授業に苦手意識のある教員が授業を行う場合

は，必ず授業巡回に行き，操作内容の確認等を行った。これらの活動により授業中の

ＩＣＴ活用の不安を払しょくし安心してＩＣＴ機器を利用できる環境を作ることが

できた。 

・教員へ授業参観の許可を取ることにより，各教科でのＩＣＴ機器利活用を把握する

とともに，活用に対して教員や生徒がストレスを感じさせないように授業支援を行っ

た。 

・ログイン時の顔認証において，顔認証ができない(夏場の映り込みや操作の慣れな

い新入生)生徒は授業開始時に時間を取り授業に支障が出るため，教室の巡回をする
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ようにした。 

 

④来年度に向けての活動(単独実証に向けての準備) 

・各種マニュアル/作業手順書のファイリング 

・年度更新作業への準備 

・各種作業の簡略化 

・授業支援の減少と巡回型支援への変更 

(5)要望/課題 

①教員に対して 

・継続的なＩＣＴ機器の利活用 

・ＩＣＴ機器の取扱いに関わる指導 

 

②生徒に対して 

・ＩＣＴ機器の取扱いについて 

5.4 ＩＣＴ機器の稼働状況による分析・評価 

多面的な角度から確実な評価を行うため，アンケート等による集計，タブレットＰ

Ｃやインタラクティブ・ホワイト・ボードの起動回数，各種ログ等を用い総合的に集

計し，月別に使用頻度の推移についての評価等を行った。 

配備したＩＣＴ機器は起動・使用状況についての利用ログを定期的(毎月 1回，土曜

日午前 3時に自動取得)している。全ての端末に一意のアカウントを設定することに

よって「ＩＷＢ用(ＩＷ－ｘｘｘ)」，「教員用(ＴＥ－ｘｘｘ)」，「生徒用(ＳＴ－

ｘｘｘ)」の各タブレットＰＣの起動・使用状況について収集分析を行った。 

 なお，集計に当たっては同一端末が1日に複数回の起動ログが確認された場合でも，

起動回数は 1回としてカウントした。ＩＷＢ用，教員用，生徒用における 1日の最大

カウント数は以下の通りである。 

ＩＷＢ用タブレットＰＣ：  5 回／日 

教員用タブレットＰＣ ： 19 回／日 

生徒用タブレットＰＣ ：128 回／日 

4 月の春休み期間及び年度更新作業期間以降は概ね，ＩＷＢ用タブレットＰＣ50～70

回／月，教員用タブレットＰＣ：350 回／月，生徒用タブレットＰＣ：1100～1300 回

／月程度の起動があった。4月・7月・8月・12 月の各月で起動回数が少ない理由は

春・夏・冬の各長期休みに加え，中間・期末試験期間が実施された為，活用が少なか

ったと考えられる。また，10 月は学校行事により 1週間校外活動で利用が無かった。

11 月は各教科の単元計画や授業の進行の都合上，生徒用タブレットＰＣの活用ではな

く，ＩＷＢで「提示」・「発表」等の授業を行った為，タブレットＰＣ活用が他の月と

比べて著しく少なかったと考えられる。 
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図 5-2 ＩＣＴ機器の起動状況 

 

6 将来に向けたＩＣＴ利活用推進方策の検討 

情報化が進む社会情勢の流れにあわせ，平成 20 年 3 月に告示された小中学校「新

学習指導要領」でも情報化への対応が強化されている。また，ＩＣＴに関する国全体

の戦略においても，教育分野の情報化は重要な政策課題として常に位置づけられてい

る。平成 13 年 1 月に策定された「ｅ-Ｊａｐａｎ戦略」以降取り組みが続けられ，以

下の情報化の方向性が示されている。 

 

6.1 クラウドへの期待・課題 

今回の実証におけるクラウドの活用は，教材やデータ等のやりとりにおいて教職員

の校務軽減にかかるものであったが生徒の活用においても可能になれば，活用に幅が

出てくると考えられる。このクラウドの活用が校内だけにとどまらず校外でも可能に

なれば，需要の機会が増えてくるだろう。 

 

6.2 情報化の方向性 

「情報教育の充実」，「教科指導におけるＩＣＴ活用」，「校務の情報化」また，

それらを実現するための基盤として，「学校のＩＣＴ環境整備」「教員のＩＣＴ活用

指導力の向上」を図ることが必要であると示されている。さらに，計画的・組織的に

情報化を進めていくための，「情報化推進体制整備」が求められている。宮古島市教

育委員会では，「平成 24 年度古島市の教育」の中でも情報教育の充実がうたわれて

おり，以下の方向性が示されいる。 

・学校教育全体を通した情報教育の充実 
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・情報通信ネットワークや教育用コンテンツの活用の充実を図る 

・指導内容や指導方法の充実を図る 

・情報モラルの指導や情報安全管理の充実を図る 

宮古島市では，平成 22 年度に，文部科学省の補助事業を活用し教員 1人 1台の校

務用パソコン，各学校へ電子黒板 1台の導入普通教室への地上デジタルテレビの導入

を行った。また，校務の情報化の取組として，「校務支援システム」を導入し教員の

校務の軽減化を進めているところとである。 

 宮古島市立小中学校の情報化においては，ＩＣＴ環境整備は飛躍的に進んでいるが，

その活用は道半ばである。したがって，全教員のＩＣＴ活用指導力の向上と教育活動

へのＩＣＴの活用の定着を図ることが，宮古島市の教育情報化を進める上で大きな課

題の一つである。教育活動へのＩＣＴの利用定着を図る上で，宮古島市教育委員会の

強いリーダーシップの下，ＩＣＴの活用に対する理解を備えることが課題であり，こ

のための研修は不可欠である。これと同時に各校の情報環境整備にあたる情報化推進

リーダーの育成も重要である。 

今回，宮古島市立下地中学校で実証が行われている「フューチャースクール事業・

学びのイノベーション事業」の取組を踏まえ，宮古島市立小･中学校への「教員のＩ

ＣＴ活用指導力の向上」へ向けて以下の取組を行う。 

①本校において教員向け公開授業の開催 

②宮古島市において本校をＩＣＴ教育モデル校としての指定 

③授業改善のためのＩＣＴの活用指導力向上 

④校務情報化の推進による校務・事務の効率化と学校経営の改善，教育の質の向上 

⑤教育コンテンツの開発及びデータ化 

加えて，平成 25 年度では「フューチャースクール推進事業・学びのイノベーショ

ン事業」を通じて地域ぐるみでのＩＣＴ教育活性化を図りたい。具体的には，以下の

通り「学校」・「家庭」・「地域」における生徒の活動にＩＣＴを密着させて日常化

を進め，生徒の学習時間確保を図ることで「言語活動」を量的・質的に向上させると

ともにＩＣＴ利活用の新たな可能性を模索してきた。 

 

6.3 ＩＣＴ利活用推進方策例 

平成 25 年度は家庭と地域にタブレットＰＣと移動体通信回線(モバイル回線)を持

ち出し，実証を行う予定であり，学校ネットワークの環境外に持ち出すことより生じ

る利活用効果や情報通信技術面で内容等について課題を抽出，分析を行ったうえで，

以下の更なる利用促進を図った。 

 

6.3.1 学校生活に密着した利活用 

①新たな教育コンテンツの活用を進め，授業におけるＩＣＴ利活用の充実，及び，朝

学習や休み時間等における利用促進に取り組んだ。 

②文化祭やクラブ活動等の学校行事におけるＩＷＢやタブレットＰＣの利活用を推 
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進し，幅広な情報収集や情報活用，生徒発信の情報交流を進めた。 

③平成 24 年度実施の生徒会選挙におけるタブレットＰＣ利用を参考に，学校におけ 

る各種イベントでのＩＣＴ利活用を生徒自身に発案させる取り組みを行った。 

 

6.3.2 家庭・地域に密着した利活用 

①家庭へのタブレットＰＣ持ち帰りを実施することで，家庭における学習の一環とし

てのＩＣＴ利活用に取り組んだ。 

②タブレットＰＣスタンドアロンでの持ち帰り学習に加え，学校に敷設したインター

ネットアクセス環境や各家庭のネットワーク等の利用に関する可能性を探り，家庭や

地域に支えられるＩＣＴ教育の実証を行った。 

 

6.4  調査研究後の終了後の自立運用について 

①実証校である本校を，宮古島市のＩＣＴ指定校と位置づけ，3年間での成果や課題

についてさらなる検証を行っていくことを検討。 

②ネットワーク機器類・サーバ機器類及びタブレットパソコンやその他機材等に  

ついて継続使用の検討 

③機器類のリース・レンタルについては，5年間の賃貸借契約が締結され，債務負担

行為も起こしてあるので，調査研究後も 2年間は市単独で経費負担が保証されており

継続使用する。 

④ＩＣＴ支援員について継続配置の検討 

フューチャースクール推進事業において，ＩＣＴ支援員の配置は重要である。各単元

受業において，支援員のサポートがなければ，各教科担当教員に大きな負担が掛かる

懸念がある。このことを踏まえ，債務負担の保証はないが調査研究後も引き続き配置

出来るよう予算化に努める。 


